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要旨 

GPS の利用によって，位置情報を使ったサービスが容易に活用できるようになった．

携帯端末を使ったナビゲーションなど既に端末の標準搭載サービスとして普及してい

るものもある．これは，汎用システムである GPS(Global Positioning System)の普及によ

り，位置情報の利用が容易になった事が背景にある．本稿では，この様な測位を利用

したサービス技術について論ずる．この先行研究により，今後普及が予想される位置

情報を利用したサービスの多様化に伴うより高度なサービス技術に対し，新しい測位

技術を通して対応する事を目的とする．  

これまで測位技術は提供されるサービス毎に新規に開発され利用されてきた．測位

はサービスを実現する為の手段であり，そのサービスに特化して利用されている．例

えば，船舶の位置を把握するロラン C などが上げられる．サービスを提供するために

は，サービスを実現する測位技術の開発が別途必要であり，それが位置情報を使った

サービスの増加を抑制する原因でもあった．しかし，GPS の出現により，特化した測

位システム開発の必要性が減少した．GPS は，屋内やビル街などの一部の地域を除き

地球上全ての地域で利用が可能である．その結果，サービスに特化した測位インフラ

は減少し，インフラとして GPS を使ったサービスが増加した．また，GPS を使った測

位は誰でも容易に利用できる事から，サービスの開発が容易になり，個人のサービス

から企業のサービスに至るまで様々なサービスが提供されるに至っている．現在では

携帯端末に GPS が搭載されるようになり，携帯端末による位置情報を使ったサービス

は既に 7000 種類 [1]を超えている． 

しかし，サービスの種類が増加する事により今後はサービスが多様化すると考えら

れる．多様化に伴い，GPS のスペックでは対応できないサービスが要望される．その

為，GPS のスペックを拡張する個別のサービス補間技術が増加すると考えられる．そ

の一例として，A-GPS（Assisted GPS）がある．A-GPS は携帯端末で GPS を使って位

置情報を取得する際，携帯端末に搭載されている公衆網を使って，本来 GPS 衛星から

取得するデータをネットワークから取得したり，公衆網の基地局情報から携帯端末の

おおよその位置を把握する事で，測位時間の短縮や，測位感度の向上を実現している．

これは携帯端末特有の低消費電力化や小型アンテナでの感度向上に対応した専用のサ

ービス補間技術である．今後，サービスの多様化に伴いこの様なサービス補間技術の

増加が予想される． 
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本稿では，今後多様化するサービスを測位精度と測位情報の完全性を軸にした４象

限マトリクスで分類する．各象限に分類されたサービスから，今後必要とされる専用

のサービス補間技術の技術要件を抽出し，その要件を満たす技術を提案する． 

第１象限には「次世代交通システム」が分類された．その上で具体的なサービスと

して交差点における車両間衝突防止サービスを想定し，技術要件を抽出した．車両の

衝突防止には，高い測位精度と測位情報の高い完全性が必要であり，既存の測位技術

では対応が困難である．そこで，既に一般道路で路車間通信に利用されている光ビー

コンを利用した高精度かつ高い完全性をもつ測位技術について検討を行った．光ビー

コンが照射する赤外線の直進性を利用した測位技術の開発を行い，測位精度が 50cm

以下になる事を確認した． 

第 2 象限には「見守り」サービスが分類された．見守りサービスは既に携帯電話の

GPS を使って普及している．しかし，GPS の測位における消費電力が大きすぎる為，

常時安定した測位を行うことができない．そこで，人の歩行形状を推定する事で，GPS

による測位数を削減しても測位精度が劣化しない技術を開発した．人の歩行を直線移

動の組み合わせとして近似し，それらが組み合わさって歩行形状を成すリンクモデル

方式を新たに開発し，測位精度を変えずに消費電力が 1/10 以下になる事を確認した． 

第 4 象限には「ピンポイント広告」サービスが分類された．ピンポント広告を実現

する為には，広告（情報）の可視化が必要である．しかし，「情報」は無形であり可

視化が難しい．そこで，無形の「情報」に位置情報・占有情報・存在形式の各情報を

付加して，仮想的に有形化を行う．この有形化された「情報」を人が認識できるよう

にする為に超音波による測位技術を開発し，測位精度が５ｃｍ以下で，有形化された

「情報」を人が認識できる事を確認した． 

 

 



 

 

 

iii

目次 

第１章 はじめに ...................................................................................................... 1 

１.１ サービスに特化した専用測位技術 .............................................................. 1 

１.２ 汎用測位技術に特化したサービス .............................................................. 2 

１.３ サービスの多様化に対応する測位技術 ....................................................... 3 

１.４ 論文構成 ...................................................................................................... 6 

第２章 多様化するサービスと汎用測位技術 ........................................................... 9 

２.１ 多様化するサービスの分析 ......................................................................... 9 

２.２ 汎用技術の分析 ......................................................................................... 12 

２.３ 今後必要とされる測位技術 ....................................................................... 16 

第３章 高い完全性で高精度な測位技術 ................................................................ 19 

３.１ はじめに .................................................................................................... 19 

３.２ 光ビーコンを使った高精度測位技術 ......................................................... 22 

３.２.１ 車両測位の技術要件 ........................................................................... 22 

３.２.２ 光ビーコンを用いた高精度測位 ......................................................... 23 

３.２.３ 検証実験 ............................................................................................. 26 

３.２.４ 検証実験まとめ .................................................................................. 38 

３.２.５ 関連研究 ............................................................................................. 39 

３.２.６ むすび ................................................................................................. 40 

３.３ 光ビーコンを利用した連続自車位置推定方式 .......................................... 41 

３.３.１ 関連研究 ............................................................................................. 41 



 

 

iv 

３.３.２ 提案方式 ............................................................................................. 42 

３.３.３ 評価実験 ............................................................................................. 49 

３.３.４ むすび ................................................................................................. 57 

３.４ まとめ ....................................................................................................... 59 

第４章 高い完全性で低精度な測位技術 ................................................................ 61 

４.１ はじめに .................................................................................................... 61 

４.２ 地磁気センサを使った高精度測位技術 ..................................................... 63 

４.２.１ 携帯電話の測位技術 ........................................................................... 63 

４.２.２ 関連研究 ............................................................................................. 63 

４.２.３ 提案方式 ............................................................................................. 64 

４.２.４ 実機検証 ............................................................................................. 71 

４.２.５ むすび ................................................................................................. 80 

４.３ バネモデルを用いた歩行軌跡補間技術 ..................................................... 82 

４.３.１ 従来技術 ............................................................................................. 82 

４.３.２ 提案手法 ............................................................................................. 84 

４.３.３ 実機検証 ............................................................................................. 93 

４.３.４ むすび ................................................................................................. 98 

４.４ まとめ ....................................................................................................... 99 

第５章 低い完全性で高精度な測位技術 .............................................................. 101 

５.１ はじめに .................................................................................................. 101 

５.２ 実空間定義型ユビキタスシステム：空間情報サービス（USIS） .......... 103 

５.２.１ 関連研究 ........................................................................................... 103 



 

  

v

５.２.２ 空間情報サービス ............................................................................. 103 

５.２.３ 検証システム .................................................................................... 105 

５.２.４ 実装評価 ........................................................................................... 108 

５.２.５ むすび ............................................................................................... 112 

５.３ まとめ ..................................................................................................... 114 

第６章 おわりに：成果と今後の課題 ................................................................. 115 

謝辞 .......................................................................................................................... 117 

引用文献 ................................................................................................................... 119 

筆者発表論文 ............................................................................................................ 129 

付録 .......................................................................................................................... 131 

 



 

 

 

はじめに 1

第１章 はじめに 

GPS の利用によって，位置情報を使ったサービスの構築が容易にできるようになっ

た．携帯電話を使ったナビゲーションなど既に端末の標準搭載アプリケーションとし

て利用されているものもある．これは汎用測位システムである GPS(Global 

Positioning System）の普及により，位置情報の利用が容易になった事が背景にあ

る．本稿では，位置情報を使った今後のサービスに対し，必要になると考えられる技

術について論ずる．この先行研究により，今後普及が予想される位置情報を利用した

サービスの多様化に伴うより高度なサービス技術に対し，新しい測位技術を通して対

応する事を目的とする． 

１.１ サービスに特化した専用測位技術 

日本の測位の歴史は古く中国・宋から伝えられたとされている．645 年の大化の改

新では班田収授法に基づいた土地区画管理制度である条里制が立案され，田図や田籍

が作成された．条理制は土地を約 109m 間隔で直角に交わる方格線によって正方形に

区分した．土地の計測には車輪による距離測定と，羅針盤による方位測定が使われた

とされる．距離と方位による相対位置測位は，現在の自律測位方法と同じであると言

える．基本的に方格線は南北に引かれ，一辺 109m で囲まれた１区画を「坪」と呼び，

6x6 の坪を「里」と呼んだ体系的に構成された土地管理方法であった．班田制は荘園

制となり，後に豊臣秀吉の太閤検地へと引き継がれる．秀吉は 1589 年に検知を発令

し 1595 年に完了した．測定には 10 進法が使われ，比較的高い精度で土地の計測がな

されたと言われている．これらにより，限られたエリア（狭域）での測位技術が発展

したと思われる． 

江戸時代に入り，三角法を用いた測位方式がオランダから伝わった．1821 年に陸地

の目印を頼りに，歩数による測距で大日本沿海輿地全図が伊能忠敬によってまとめら

れた．忠敬は道線法と呼ばれる地点から次の地点へ次々と方位と距離を測る方法（多

角測量）を使ったとされる．これに交会法や天文測量を加えて誤差を修正したと言わ

れている．日本の周囲を歩きながら，既に計測した地点を目印にして新しい地点を測

位し，また新しく測位された地点を目印にさらに新しい地点の測位行う．この方法で

日本の海岸線を周回する事で日本の外形を把握する事が可能となる．古代の自律測位
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と比較して測位の技術が格段に向上した事で実現した成果である．古代の狭域での測

位から，視認が可能な範囲（中域）の測位技術が発展した事がわかる． 

 明治に入り船舶による陸の認知を補助する為，灯台が作られる様になった．灯台

は光の中心を捉える事で，船舶からみた陸の方向を正確に認識する事ができる優れた

測位標識である．また，関東全域の広範囲な三角測量が行われ，東京，大阪，京都，

及び開港地の市街図も作成された．経緯度原点を東京麻布に設置し，水準原点を東京

三宅坂に設置した．これにより，日本国内における緯度，経度，高度を定める原点が

決まった．江戸時代の中域における測位技術が，広い範囲（広域）にわたる測位技術

へと進化した事がわかる． 

昭和に入り，船舶の安全を向上させる為，無線測位技術（ロラン C)が導入された．

ロラン Cは２つの同期した送信局からの信号の到達時間差（ＴＤＯＡ：time difference 

of arrival)を利用している．これまでの測位には，測位基準点の視認が必要であった

のに対し，電波を使う事で，さらに広範囲の測位技術へと繋がっていった．これらの

基本技術は携帯電話の広域測位技術の一つであるOTDOA（Observed Time Difference 

Of Arrival：３局以上の携帯基地局からの電波を使って測位する方式）でも利用されて

おり，GSM [2]や CDMA 方式の携帯電話で活用されている．一方，PHS の様な小電力

無線の基地局を使った狭域の測位技術も開発されている．複数の基地局と移動端末間

の電界強度から移動端末の測位を行う． 

これまでの測位の歴史はその時々の位置情報を使ったサービスの歴史であるといえ

る．測位はサービスを提供する範囲で動作すればよい．土地の区画を管理するサービ

スは，土地の区画を測位できる技術であればよい．日本地図を作製するには，日本の

周囲を相対的に測位できる技術があればよい．船舶安全の為には対象エリアでの船舶

の測位ができる技術があればよい．つまり，これまでの測位技術はサービス毎に特化

した専用技術として，狭域から中域そして広域に，サービスを提供するエリアが拡大

しながら発展してきたと言える．しかし，そのサービスの対象範囲が地球上を対象と

した時，測位技術は専用技術から汎用技術として利用されるようになる． 

１.２ 汎用測位技術に特化したサービス 

1993 年，米国国防総省により GPS の運用が正式に開始された．GPS は地球を周回

する衛星位置と衛星と受信局との距離から測位を行う為，これまでの測位に必要であ

った目印になる基準点は必要ではなくなった．計算上，仮想的に地球の中心が座標系
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の基準点として定義されている．その為，衛星電波を受信できる地域であればどこで

も測位が可能である．この特徴から GPS を使ったサービスは世界中で利用できる様

になった．その為，これまで専用測位システムの開発が必要であった位置情報を扱う

サービスは，逆に汎用システムである GPS システムの性能に合わせた形で提供する

形式に遷移 [3]しつつある．例えば，位置情報を使った最も身近なサービスとして，

カーナビゲーションシステムがある．1980 年代に初めてコンシューマ向けに電子地磁

気センサを利用した簡易ナビゲーションシステムが開発された．地図はなく，目的地

の方角と距離を表示していた．同年，地磁気センサの代わりにジャイロスコープによ

る自律測位技術を使って，地図上に自車位置を表示するナビゲーションシステムが開

発された．しかし，測位ズレなど問題も多く，1980 年後半には車載向け電子地図にＧ

ＰＳを利用する構想が学会で発表されている [4]．その後，GPS を使ったナビゲーシ

ョンシステムの試作が行われ，同時にマップマッチング技術も開発された．汎用測位

技術を使った事によるサービスエリアの拡大と，測位にかかる費用がこれまでの測位

技術と比較して，低価格を実現できた事から，2000 年以降 GPS を使ったカーナビゲ

ーションシステムは指数的に増加を始め，2010 年度には計 900 万台以上の出荷が予

想されている．このようにカーナビゲーションの測位技術は，地磁気やジャイロを利

用したローカルエリアにおける自律測位を始めとする専用測位技術から始まり，日本

全土のエリアを対象としたＧＰＳによる汎用測位技術に至ったと言える．2007 年から

は契約者数が 1 億人を超えた [5]携帯電話にもＧＰＳが搭載され，その利用度は広範

囲に及んでいる．測位システムの汎用化によってだれもが容易に，いつでも位置情報

が使えるようになった．これにより，位置情報を使ったサービスは加速度的に増加し，

最近の携帯端末で提供されている位置情報を使ったアプリケーションの種類は既に

7000 種類を超えている [1]． 

１.３ サービスの多様化に対応する測位技術 

これまでは，サービス毎に専用測位技術が必要な為，位置情報を使ったサービスの

普及が遅れていた．現在は汎用測位技術である GPS の普及により，サービス毎の専

用測位技術開発の必要がなくなり，位置情報を使ったサービスは GPS のスペックに

合わせて普及が始まっている．しかし，サービスの普及はサービスの多様化を加速さ

せ，それによって汎用技術のスペックでは対応が困難なサービスが増加すると思われ

る．それに対応する為，汎用技術を補間する専用のサービス補間技術の開発が必要と

なる．図 １.３-1 に専用のサービス補間技術の位置づけを示す． 
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図 １.３-1 測位サービス毎に必要となる専用のサービス補間技術の位置づけ 

 

この専用のサービス補間技術の開発は既に一部では始まっている．例えば，カーナ

ビゲーションシステムがある．ＧＰＳは地上から 200ｋｍ離れた衛星から発射された

電波を受信して現在位置を算出するしくみである．その為，各衛星の同期誤差，電離

層遅延，受信機の性能誤差など測位誤差要因が多く上げられる．また，GPS から放射

される電波が届かないトンネル等では測位ができない．そこで，GPS の測位精度や測

位の安定度を補間，改善する仕組みとして車載ナビゲーション用マップマッチングや

自律航法が考案された．また，ＧＰＳ衛星と受信機間の通信にはスペクトル拡散技術

が使われている為，情報を利用するためには相関器によるデコード処理が必要となる．

ＧＰＳ衛星は移動している事から，この相関処理には多くの消費電力が必要となる．

スペクトル拡散技術は携帯電話などでも利用されている技術であるが，携帯電話の場

合は，電波の圏内／圏外を判定する特殊なチャンネルが用意されており，携帯電話は

そのチャンネルを監視し圏内にいると判断された時に通信機が動く事で低消費電力を

実現している．しかし，ＧＰＳはＧＰＳ測位圏内／圏外を判断する手段が用意されて

いない．その為，受信機は常に相関器を動作させる必要があり，消費電力削減を実現

する事が困難となっている．そこで，測位時間を短くする事で消費電力を削減する携

帯電話専用のサービス補間技術である A-GPS（２.２節参照）が利用されている． 

本稿では今後展開が期待されるサービスと，それに必要とされる測位性能を体系的

に整理し，多様化するサービスの増加に伴い必要となる測位技術を中心とする個別の

サービス補間技術について検討を行う．図 １.３-2 に本稿で対象とするエリアを示す． 
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図 １.３-2 本稿で対象とするエリア 

この対象エリアを，測位技術の「測位情報の完全性」と「測位精度」の各軸で４象

限マトリクスを使って分析を行う．その上で各象限におけるサービスを想定し，サー

ビスに必要な技術について検討を行う．ここでいう完全性とは実位置と測位位置の最

大ズレを含む測位の安定性を示す．測位環境によって，測位精度がバラつく測位技術

は測位の安定性が低く完全性も低いと言える．必要な測位が持続して利用できない場

合も安定性が低く，完全性が低いとする．例えば，消費電力が大きい為に連続測位が

困難な技術も完全性が低いと考える．サービスの観点から見れば，人の命にかかわる

ようなサービスには高い完全性の技術が必要と思われる．一方，利便性が求められる

ようなサービスでは高い完全性は必ずしも必要ではないと思われる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 １.３-3 測位技術における４象限マトリクス 

 高完全性で高精度な  

測位技術 

 

高い完全性 

高精度 

 高完全性で低精度な  

測位技術 

 

 低完全性で高精度な  

測位技術 

 

低完全性で低精度な  

測位技術 

（GPS 測位システム） 

低い完全性 

低精度 

：現在のサービス ：今後展開が想定されるサービス
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図 １.３-3 に測位技術の４象限マトリクスを示す．このマトリクスにおいて，GPS

による測位技術（L1 波帯を使った，実時間測位）は測位精度が約 30m [6]で測位精度

が低く，マルチパスなどによる測位精度の変動や，衛星の配置による精度の変動など

安定した測位が困難という事から，完全性が低く測位精度も低い第３象限に位置する

測位技術として定義する．今後のサービスは現在の第 3 象限の技術を使ったサービス

から，第１，２，４象限の技術を使ったサービスに多様化すると考えられる． 

１.４ 論文構成 

前節で述べた内容に沿って，本論文の構成と概要を述べる． 

２章では，測位技術に対する技術要件を明確にするために，今後多様化するサービ

スについて整理し，図 １.３-3 に示す４象限マトリクスにおける各象限の代表的なサ

ービスを提案する．今後想定される位置情報サービス [7]から，特に重要と思われる

８つのサービスを分類する．また，第３象限に定義した GPS の概要についても述べ

る．その上で，現在の汎用測位技術で対応できないものを抽出し，測位を補間する必

要のあるサービスとして図 １.３-3 に示す４象限マトリクスの第１第２第４象限に対

応するサービスの具体例を提案し，必要な測位技術の技術要件を示す． 

3 章では，図 １.３-3 の第１象限である高い完全性と高い測位精度が必要とされるサ

ービスについて検討を行う．2 章の今後必要なサービス提案に基づき，車両の安全サ

ービスを取り上げ，特に交差点における車両間の衝突を防止するサービスに必要な専

用のサービス補間技術について検討を行う．近年, より高度な ITS システムを実現す

るために, 高精度な自車位置情報が要求されている．従来, 自車位置情報を取得する

ために多用されてきた GPS は, 複数の人工衛星が発射する電波を同時に受信して測

位するといった原理上, 高度な ITS サービスを実現するために必要な測位精度と完全

性を実現することが困難だった．また, レーンマーカなどの新しいインフラを用いて

自車位置情報を取得する技術には高い精度が期待できるが, 新しいインフラの設置が

必要であり普及が困難である．そこで, 既存の道路情報提供インフラである光ビーコ

ンが路車間通信のために発射している赤外線に着目し, 車両側でこの赤外線の発射地

点を精密に標定することによって, 自車が光ビーコン路側装置の直下に位置している

状態を検出する技術を提案する．赤外線は直進性が高いことから, その発射地点を標

定することは電波と比べて容易である．また, 光ビーコンシステムは短距離通信であ

ることから, 通信の信頼性も高い．これらの光ビーコンシステムの特徴を生かすこと

で高精度な自車測位を実現する技術の原理を説明する．そして, 本技術が従来の汎用
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測位技術では不可能だった精度 50cm 以下の精度で自車測位を実現できることを実証

実験の結果によって示す．しかし，この技術は光ビーコン直下のみ測位が可能であり，

それ以外の場所では測位する事ができない．これでは，光ビーコン直下以外の場所で

車両の衝突を回避するサービスを提供する事ができない．そこで光ビーコンを利用し

て車両の正確な位置情報を取得する技術と，複数の光ビーコンを使った車頭方位の検

出技術，及び出力ドリフトを補正したジャイロと車速パルスを使った高精度な自律航

法技術を組み合わせた測位技術を検討する．この技術はマルチパスの様に環境に応じ

て完全性や精度が変化する GPS と比較して，より高完全性で高精度な車両位置推定

方式であると言える．この提案方式の位置推定精度を実車で評価し，自車位置の推定

誤差は約 1800m 走行した際に約 20m であることを示す． 

4 章では，図 １.３-3 の第２象限である高い完全性と低い測位精度が要求されるサー

ビスに必要な測位技術について検討を行う．2 章で示すサービス提案に基づき，安心

サービスを取り上げ，具体的なサービスとして子供の歩行履歴サービスに必要な専用

のサービス補間技術の検討を行う．携帯端末を使った人の歩行履歴はこれまで GPS

を使って提供されている．しかし，連続測位を行なうと携帯端末の電池容量では数時

間しか動作する事ができず，サービスを持続的に行う事ができない．GPS を間欠動作

させて消費電力を削減し，加速度センサによる歩数計と地磁気センサによる方位計を

使って，GPS による間欠測位の間を補間する研究 [8]もあるが，携帯電話内の金属が

帯磁し，方位情報に誤差が加算される問題があった．そこで，方位計の情報から直線

状の歩行形状を捉え，間欠に測位した GPS の位置情報を使って補正し，携帯電話の

帯磁の影響を小さくするアルゴリズムを提案する．実証実験を行なったところ，GPS

と同等の測位精度で消費電力が最大で 90%削減できる事がわかった．しかしこの方式

には，GPS の測位誤差によって補正された経路の位置精度が劣化するという問題が発

生する．そこで，歩行軌跡の形状と，GPS の間欠測位による位置情報の関係を，GPS

の誤差を弾性バネの変位とするバネモデルとして扱い，GPS の測位誤差を吸収する仕

組みを提案し実証実験で検証を行ない，GPS の取得回数を連続測位の 5％以下にして

も位置精度が劣化しない事を示す． 

5 章では，図 １.３-3 の第４象限である低い完全性と高い測位精度が要求されるサー

ビスに必要な測位技術の検討を行う．2 章の今後必要なサービス提案に基づき，ピン

ポイント広告を取り上げ，具体的なサービスとして空間情報サービス [9]を提供する

のに必要な測位技術について検討を行う．空間情報サービス（USIS：Ubiquitous 
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Space and Information Services）はサービスや情報に“バルーン”と呼ばれる様々

な大きさを持った仮想空間情報を付加し，現実空間を使って情報を整理するサービス

である．このバルーンは広告などの情報発信媒体として利用が可能である．本章では，

空間情報サービスについて説明し，それを実現する為の測位技術として超音波測位技

術を提案し実装評価を行う． 

6 章ではこれらの研究によって実現された汎用測位技術における専用のサービス補

間技術について整理し，まとめを述べる． 
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第２章 多様化するサービスと汎用測位技術 

２.１ 多様化するサービスの分析 

測位技術を考える上で今後多様化するサービスを分析する．文献 [7]では，今後展開

が予想される位置情報を活用した事例（２９例）を仮説として設定し（表 ２.１-1），

地理空間情報とそれに関連した分野（ユビキタス，モバイル，ロボット，ITS など）

の専門家・実務家へのアンケート・ヒアリング調査でもって仮説の修正及び重要性分

布の整理を行っている．その中で今後重要と思われる活用事例は図 ２.１-1 に示すよ

うになると予測している． 

図 ２.１-1より抽出された今後重要となる活動事例の中で特に主だった事例を下記に

示す． 

① 個人，携帯，コミュニティの活動支援 

・見守り 

・個人活動支援 

② 災害 

・災害情報共有 

・斜面/崩壊/鉄砲水警戒 

③ 農林水産 

・ＩＴ農業支援 

④ 広告 

・ピンポイント広告 

⑤ 交通運輸 

・シームレスモビリティ 

・次世代交通システム 

⑥ 地図 

・地図作成/統合/更新 

 

抽出された活動事例（サービス）を，図 １.３-3に示す４象限マトリクスで分析する．

図 ２.１-2に分析結果を示す．尚，現状の汎用技術で対応が可能と思われるサービスは

第３象限に定義する． 
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表 ２.１-1 「活用例と技術のマトリクス」における活用例仮説（２９例） [7] 

個人，世帯，コ

ミュニティの

活動支援サー

ビス  

  
社会的弱者や家族の見守り・緊急対応サービス  

1 

2 健康メンテナンス支援サービス  

3 ナビゲーションを中心とした総合的な個人活動支援サービス  

4 アウトドア活動における安全確保や学習支援サービス  

5 地域コミュニティの活動支援サービス 

環境  
6 企業の環境保全活動支援サービス  

7 個人・世帯の環境保全活動支援サービス 

災害  

8 企業の BCP 立案支援と発災後の復旧支援サービス  

9 自治体等の災害情報共有・対応支援サービス  

10 斜面崩壊，鉄砲水等の検知・警報システム 

物流  11 物流トラッキング・管理サービス（動産担保付き） 

農業・林業・

水産業  

12 IT 農業支援システム  

13 IT 林業支援システム 

建築・土木  
14 IT による設計，施工から維持管理までの一貫システム  

15 現場作業員の安全管理システム 

製造業  16 化学物質や廃棄物の排出・移動管理 

通信・放送  
17 ローカルコンテンツの制作と配信サービス  

18 映像コンテンツの高度化 

広告・ マーケ

ティング  
19 人々の時空間流動特性に適合したピンポイント広告 

観光  20 旅行支援総合サービス 

交通・運輸  
21 シームレスなモビリティサービス  

22 次世代高度道路交通システム 

保健・疾病対

策  

23 食と水の安全管理サービス  

24 
新型インフルエンザなどの新興感染症のパンデミック抑制支

援 

電子行政サー

ビス  

25 

バックオフィス事務の情報化・共同化と地域資源情報の高度

化・共有化の組み合わせによる自治体の現場改善力・地域営

業力向上支援  

26 道路空間の共用管理サービス 

地域開発・ 不

動産開発  

27 不動産開発と総合的な都市マネジメントの支援サービス  

28 地域統計の高度化 

安全保障  29 周辺海域における不審船などのモニタリング 
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図 ２.１-1 今後重要と思われる活用例の内容 [7] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２.１-2 から，測位技術を検討する為の第１第２第４象限を対象とする今後の主な

サービスがそれぞれ，「次世代交通システム」，「見守り」，「ピンポイント広告」

現状の汎用測位技術で対応が 

可能と思われるサービス 

高い完全性 

低い完全性 
図 ２.１-2 サービスの４象限マトリクス分類 

高精度 低精度 

個人活

動支援 ＩＴ  

農業支援 ﾋﾟﾝﾎﾟｲﾝﾄ広告 

(店舗紹介等） 

災害情報  

共有 

斜面崩壊

警戒
シームレス 

モビリティ

次世代 

交通ｼｽﾃﾑ 

（衝突回避等） 

見守り 

(安否確認等) 
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である事がわかった．「次世代交通システム」の具体的なサービスとして，交差点に

おける車両間衝突防止サービスを想定する．車両間の衝突を防止するには，測位の完

全性が特に必要である．また，車両の測位精度も50cm程度が必要 [10]とされている．

「見守り」の具体的サービスとして，子供の歩行履歴サービスを想定する．子供の歩

行履歴サービスは既に公衆網を使って普及が始まっている．が，モバイル環境で提供

されるサービスの為，消費電力の大きい測位技術は連続して測位をする事ができない．

その為，間欠測位となり安定した測位を行う事ができない．完全性の高い安定的な測

位を実現するには，低消費電力の測位技術が必要となる．「ピンポイント広告」には

空間情報サービス [9]を想定する．ピンポイントには高精度な測位技術が必要であり，

また情報と位置の連携方法についても検討する必要がある． 

２.２ 汎用技術の分析 

前節で定義したサービスを実現するにあたり，現在の汎用測位技術の分析を行った．

文献 [11]は現在の汎用測位技術をインフラ設備の設置密度で分類している．（図 ２.

２-1） 

 

図 ２.２-1 汎用測位技術とインフラの設置間隔 [11] 
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図 ２.２-1 より，超音波測位技術 [9] [12]のように測位インフラの密度が高くなると

測位精度が高くなることがわかる．また，測位精度が高い測位技術はインフラの設置

が多数になる事から，現状ではまだサービスが提供されていない事がわかる．単一イ

ンフラでは 10ｋｍ以上の測位エリアを確保できる測位システムは GPS 以外にない事

もわかる．従って，サービスを広域で展開する場合や，測位を共通のプラットフォー

ムで提供する場合はＧＰＳが現状最も適した測位システムであるといえる． 

GPS は 1970 年台に米国防総省によって開発 [13]が始まって以来，様々な機器で利

用されている． 測位技術の分類としては単独測位と相対測位に分けられ，相対測位は

さらに DGPS（Differential GPS）と干渉測位とに分けられる． 携帯電話の GPS

測位は基地局側に緯度・経度・高度を予め測定された測位基準局を備え，その情報を

元に DGPS 測位を実現している． 日本国内においても国土地理院で電子基準点が管

理 [14]され，高精度な測位が行われている．利用できる GPS 衛星は 6 軌道上に 4 衛

星の計 24 衛星であり，高度約 2 万 km を約 4ｋｍ/sec の速度で移動している． また，

各衛星は時刻が同期されている． 各衛星からは L1 帯（1575.42Mz）及び L2 帯

（1227.6MHz）を搬送波とする GPS 信号が送信されており，携帯電話の GPS 受信機

では L1 帯の C/A コードを使って測位を行っている． L1 帯には 50bps の航法メッセ

ージが衛星毎に割り振られた 1023 チップ（チップとは擬似乱数雑音コードを適用す

るレート）の C/A コードでスペクトル拡散されている． GPS 受信機では受信機の擬

似乱数雑音コードと受信した信号との相関をとりコード位相のトラッキングを行う． 

複数の衛星のトラッキングにより受信機内の時刻の補正がなされ，各衛星との擬似距

離から受信機の位置が算出できる． カルマンフィルター [15] [16]などを使っても理

論精度は 10m～60m 程度である．測位衛星のトラッキングには 1023 回以上の相関処

理が必要である． また，上記で説明したように，衛星は高速で軌道を移動しており，

地上の観測者も新幹線などで移動している可能性がある． お互いの相対速度によって，

搬送波は 5KHz から 10KHz ほどのドップラーシフトが発生する． ドップラーシフト

が発生すると 1 チップ長も変化するため，トラッキングには位相フェーズ合わせだけ

でなく，周波数バイアスの特定も必要となる（図 ２.２-2）． さらにこの処理を 24

個の衛星に対し個別に行う必要があり，膨大な衛星探索処理が必要となる．  
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図 ２.２-2 周波数バイアス/位相フェーズにおける相関値 

そこで，携帯電話の特徴をうまく使うことによって，処理する周波数範囲，位相，探

索衛星数を削減して探索処理を短時間で行う方式が開発された [17] [18]． まず探索

衛星は受信者の位置がおおよそ分かれば把握可能である． 携帯電話の場合その特性上

電波の届く範囲に基地局があるため，基地局の半径数Km内に存在することが分かる．

この情報から，利用すべき探索衛星の番号を特定することができる． また，探索衛星

の受信機に対する見かけ上の速度から探索周波数の絞込みが可能となる． さらに，携

帯電話の公衆無線の搬送波の周波数精度を使って算出される高精度なクロックや，基

地局とGPSとの同期（W-CDMAの場合は非同期）信号を利用すれば位相合わせ [19] 

[20]の時間短縮が可能となる． 測位時間を短縮することで探索精度の向上や受信感度 

[21] [22]の向上も期待できる． 先述のように衛星のトラッキング [23] [24] [25]には

周波数バイアスの特定と位相合わせが必要であり， その相関値は論理上1になる．し

かし，実際は周波数バイアスと1チップ以下の位相ズレにより1よりも小さい値となる． 

一般的には一定以上の相関値でトラッキングしたと判断される． 受信感度の向上は，

位相合わせと周波数バイアスを正確に合わせて相関値を１に近づける事で実現できる． 

通常，周波数バイアスは0.5KHz刻みで相関処理を行い，位相は0.5チップ刻みで相関

処理をする受信機が多い．つまり，受信感度の向上にはこれらの刻みをさらに小さく

すればよい． ただし，探索に要する処理量は大きくなるため，感度向上処理を行なう

と処理時間は反比例して増加する． 

以上のように，携帯電話の公衆無線のしくみを使って GPS 測位の処理時間短縮と

感度向上を実現する事が可能となる． 一般的に携帯電話の基地局からの情報を使った

GPS の測位方法を A-GPS（Assisted GPS）方式 [17] [18]とよぶ． 数年前までは全

ての測位を A-GPS のみで行っていた． しかし，A-GPS は公衆無線から探索衛星番
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号や探索周波数などの情報を得る為，公衆無線を利用するための電力が別途必要にな

る． そこで最近では A-GPS を用いた初期測位の後は携帯電話で単独測位をする方式

も開発されている．  

上記 A-GPS および，レーンマーカ測位技術 [26]と光ビーコン測位技術 [26]を含め

た文献 [11]で抽出された主な測位技術の性能比較を表 ２.２-1 に示す．ここで，完全

性は第１章で述べたように測位の安定性と測位精度の誤差の範囲で表現する．例えば，

GPS の場合，測位精度は約 30m [6]とされているが，高層ビル街では約 45m [26]にな

ると報告されている．この場合，測位精度誤差は 15m であるので，完全性は 15m と

表現する．測位精度が環境によって変動しなければ，完全性は 0m である．完全性は

0ｍに近いほど完全性が高いと言える． 

表 ２.２-1 主な汎用測位技術の性能比較 

測位方式 測位精度 完全性 備考 

D-GPS/A-GPS 約 5 15 以上 ﾏﾙﾁﾊﾟｽによる劣化 

GPS 単独測位 約 30 15 以上 ﾏﾙﾁﾊﾟｽによる劣化 

RTK-GPS 約 0.1 15 以上 ﾏﾙﾁﾊﾟｽによる劣化 

超音波 約 0.1 0.1 以上 包絡線近似式 

無線 LAN 約 1.3 予測が困難 電界強度測定式 

ロラン C 約 100 100 以上 地域限定 

レーンマーカ 約 0.05 0 磁場検知式 

光ビーコン 約 6 6 スポット測位 

単位 ｍ 

主な汎用測位技術を図 １.３-3 測位技術における４象限マトリクス図 １.３-3 の 4

象限マトリクスで分析を行う．分析結果を図 ２.２-3 に示す． 
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２.３ 今後必要とされる測位技術 

図 １.３-3 測位技術における４象限マトリクスで示した技術の明確化を行う．多様化

するサービスについては，図 ２.１-2 にて分類を行い，第１象限は交差点における車

両間衝突防止サービスを，第２象限は子供の歩行履歴サービスを，第４象限は空間情

報サービスをそれぞれ適応する事とした．それぞれのサービスに対し，現状の汎用技

術で対応できるかどうかについて，図 ２.２-3 汎用測位技術の４象限マトリクスを使

って検討を行う．まず，車両間衝突防止サービスにおいては，屋外で測位精度が 50

ｃｍ以下でかつ環境に依存しない高い完全性が必要である．図 ２.２-3 から対象とな

る汎用測位技術は，レーンマーカと超音波測位技術である．しかし，レーンマーカは

新たなインフラ整備を必要とし超音波は利用距離が短い為，利用が困難である．次に，

子供の歩行履歴においては，屋外で長時間にわたる連続測位が必要である．携帯端末

の充電サイクルを考えると，最低 24 時間の連続測位は必要である．図 ２.２-3 から対

象となる汎用測位技術は，光ビーコン，超音波測位技術，レーンマーカであるが，光

ビーコンは歩行者向けに利用できない，超音波やレーンマーカは連続測位を行う為に

は屋外に新たなインフラが必要であり，対応が困難である．従って，現状利用できる

汎用技術は存在していないと言える．次に，空間情報サービス [9]が対応可能な汎用

測位技術として図 ２.２-3 から無線 LAN 測位技術 [27]，RTK－GPS（リアルタイム

高精度 

低い完全性 
図 ２.２-3 汎用測位技術の４象限マトリクス分類 

高い完全性 

低精度 

RTK-GPS 

無線 LAN 

光ビーコン 

D-GPS 

A-GPSGPS 単独 

ロラン C 

レーンマーカ 

超音波測位 
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キネマティック GPS），超音波が上げられる．空間情報サービスは空間を検知する為

の携帯端末が必要であり，屋内のサービスに絞って検討すると，人が空間を認識でき

る大きさは携帯端末程度と予想される．そこで，技術要件として測位精度を 10ｃｍ以

下と設定し，電波より扱いが容易な超音波を使った技術で検討する事とした． 

本稿では，このサービスと測位技術の 4 象限マトリクスにおける，各象限を代表す

るサービスに必要な測位技術を中心としたサービス補間技術に関する研究について述

べる．図 ２.３-1 に各象限の位置づけと具体的なサービスに対する測位技術の技術要

件を示す． 

 

 

 

 

 

 

図 ２.３-1 各象限で検討する測位技術の技術要件 

３章 高完全性で高精度 
交差点における車両間衝突

回避サービス 
 
要件：・測位精度 50cm 以下 
    ・環境に依存しない測位 

高い完全性 

高精度 

４章 高完全性で低精度 

子供の歩行履歴サービス 

要件：・24 時間連続測位 

 

５章 低完全性で高精度 
空間情報サービス [9] 
 
要件：・屋内測位精度 10cm 以下 
   

 

低完全性で低精度 

 

現在の測位サービス 

低い完全性 

低精度 

：現在のサービス ：今後展開が想定されるサービス
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第３章 高い完全性で高精度な測位技術 

本章では，サービスと測位技術の 4 象限

マトリクスにおける第１象限である高完

全性で高精度測位が必要なサービスに適

した技術について述べる．具体的なサー

ビスとして，交差点における車両間衝突

防止サービスを想定し，必要な測位技術

を検討する．図 ２.３-1 に示すように，技

術要件を 

・50cm 以内の測位精度 

・環境に依存しない高完全性な測位 

とし検討する．３.１節で背景を述べ，３.２節では，ピンポイント車両高精度測位に

ついて述べる．３.３節でピンポイント高精度車両測位と車両の自律航法の連携につい

て述べ，３.４節でまとめを述べる． 

３.１ はじめに 

近年, カーナビゲーションシステムをはじめ，高速道路の自動運転 [28]や，リアル

タイムプローブ [29]や運行管理システム [30]や交通事故や渋滞などの社会問題を解

決する車両の安心安全を目指したインフラ協調システム [31]を含む ITS(Intelligent 

Transport Systems)を実現するために, 人と道路と車両を高度な情報通信ネットワー

クで繋ぐ技術の研究が活発に行われている [32]．警察庁が推進する UTMS(新交通管

理システム)は, 光ビーコン [33]などの路側インフラを用いて個々の車両と交通管制

システムとの双方向通信を実現し, 「安全・快適にして環境にやさしい交通社会」の

実現を目指している [34]．中でも, 車両と路側インフラが協調することで交差点の交

通事故を予防する DSSS(安全運転支援システム)の普及が推進されている [35]．路側

のカメラやセンサが検出した他車両の情報を運転者に通知し注意を促す．更に, 衝突, 

追突, および信号見落とし車両に対する減速停止支援(介入制御)を含めた研究の実証

実験も行われている．これらの安全サービスを実現するために, 車両の位置情報が利

用されている [36]． 

高完全性で

高精度測位 

高完全性 

高精度

高完全性で

低精度測位 

低完全性で

高精度測位 

低完全性で

低精度測位 

低完全性 

低精度
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カーナビゲーションシステムや運行管理システムなどは，既に GPS を使った測位シ

ステムで運用されており，測位精度は約 30m [6]である．しかし，安心安全のインフ

ラ協調システムに利用する為には 50cm 程度 [37]の高精度な測位技術 [38]が必要で

あり，車両の寿命が約 10 年とすると，10 年間は保守無で測位精度が維持できなけれ

ばならない．また，トンネルや高層ビル街での測位も必要である．しかし，一般的に

利用されている GPS（L1 波利用の実時間測位技術）はマルチパスにより，数十 m も

測位精度が悪くなる事が知られている [39]．それを補正する為に，カーナビゲーショ

ンシステムではマップマッチング方式が採用されているが，最新の地図情報でなけれ

ば正確な測位を維持できない． 

以上の理由から，ITS関連のサービスに求められる測位精度は約 50cm以下と約 30m

以内の２種類ある事がわかる．全ての範囲で約 50cm 以下を実現する事は困難と思わ

れる．従って，必要なエリアで高精度を実現するシステムを検討する．また，高精度

が必要なエリアにおける技術に対する要求は，トンネルや高層ビル街などの測位環境

によって測位の可否に変化が無い事，10 年間は保守無で測位精度を維持できる事，測

位不能状態がない事が上げられる．  

表 ２.２-1 主な汎用測位技術の性能比較に示すように，GPS はマップマッチング 

[40] [41] [42]を利用しなければ，トンネル内や高層ビル街では測位精度が劣化する．

マップマッチングの測位精度は，地図の情報に依存する為，地図が古くなると測位精

度が劣化する．無線 LAN は測位のために新たにインフラを設置する必用がある．ま

た，測位環境のマルチパスによる測位精度の劣化は，予測する事は困難 [43]と報告さ

れているので，完全性も予測が困難である．レーンマーカ [44] [45] [46] [47]は環境に

依存せずに測位が可能であるので，完全性は 0m であるが，新たなインフラが必要で

ある等，普及が難しい [33] [48]．設置位置がわかっている路側装置の，通信エリアを

検出する事でスポット的な測位を行なう光ビーコンによる測位 [37]は，受信機やフロ

ントガラスの赤外線透過率の違いによって測位精度にバラツキが発生する．しかし，

光ビーコンは既存のインフラで既に運用されており，赤外線という比較的直進性に優

れた通信媒体を利用していることから，本節では光ビーコンによるピンポイント高精

度測位技術と高精度車両自律航法技術を組み合せた測位技術について検討する（図 ３.

１-1 参照）．以下本章の構成を示す．  

３.２節では, 車両の位置情報を取得する手段として路側インフラ(光ビーコン)を使っ

た高精度測位システムについて述べる． ３.２.１節で車両の高精度測位のシステム要件
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について述べ, ３.２.２節で光ビーコンを使った高精度測位システムについての提案方

式を説明し,３.２.３ 節で提案技術の検証実験結果を示す．３.２.４節, ３.２.５節で検

証まとめと関連研究について述べ３.２.６節でまとめを述べる． 

３.３節では光ビーコンによる高精度測位地点間の自律航法について，３.３.１節で関

連研究について説明し，３.３.２節で提案手法の詳細を述べる．３.３.３節で実車による

評価実験と結果について報告し，３.３.４節でまとめを述べる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３.１-1 本章提案の測位技術概要 

光ﾋﾞｰｺﾝによる

測位：3.2 節 

自律航法によ

る測位：3.3 節

光ﾋﾞｰｺﾝによる

測位：3.2 節 
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３.２ 光ビーコンを使った高精度測位技術 

本節では光ビーコンを使ったピンポイントの高精度車両測位技術について述べる． 

３.２.１ 車両測位の技術要件  

（１） 車両高精度測位のシステム要件 

JARI によって安全運転支援システムを実現するための高精度測位システムの要件

が報告されている [10]．この文献を参考に, 測位精度と完全性をシステム要件とした． 

１） 測位精度 

文献 [10]で示された技術要件を鑑み, 本研究では測位精度の目標値を 50cm とする 

２） 完全性 

文献 [10]では精度と完全性を両立するために技術を組み合わせる必要があること

が示されている．そこで, 本研究は路側インフラからの支援を受ける方式を提案する．

既に活用されている道路インフラを利用する事で，完全性を小さくする事ができる． 

安全運転支援システムでは, これらの要件を満たす測位技術が望まれる．次に, 既

存の測位技術の精度と完全性について述べる． 

（２） 既存技術 

従来多用されている自車測位技術は, カーナビゲーションシステムが採用している

GPS 測位 [6]である．GPS 測位は既に稼動中のインフラである GPS 衛星を用いるた

め, 導入・保守コストが低い．また, 搬送波位相を用いた RTK-GPS 測位 [49]では数

cm の測位精度が実現している．しかし GPS 測位はその原理上, 測位精度が電波伝搬

環境の影響を受けやすい．また, 障害物が多い環境では測位に利用可能な衛星が限定

されることから測位精度が劣化する．RTK-GPS 測位は搬送波位相の連続した履歴情

報を用いるといった原理上, 衛星からの電波が寸断されると測位不能になり, 再び測

位可能になるまで長い復帰時間を要するという問題もある． 

無線を使った測位システムには, GPS測位の他に, 無線 LAN [50]のような近距離無

線を用いる測位技術がある．しかし, 電波を利用するため, GPS 測位と同様に伝搬環

境の影響を受けて測位精度が劣化しやすい．従って, 安全運転支援システムのような
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高い完全性を必要とするシステムにこれらの技術を単独で使用することは適切ではな

いとされている [10]． 

一方で, 自車の測位技術には, レーンマーカ, 光ビーコンなど,  路側インフラを利

用するものも存在する．レーンマーカを使った測位技術は, 車両が道路に埋め込まれ

た磁気マーカが発する磁気を検出する事で測位を行う．測位精度と完全性共に優れた

技術だが, 設置保守コストが高いといった問題がある．また従来の光ビーコンを用い

た測位技術は, スポット的な位置補正を行う原理上, 測位精度が低い [10]．しかし, 

光ビーコンは, 既存の路側インフラ装置であることから完全性と普及性に優れている．

そこで本稿では光ビーコンを用いた車線方向に対する自車測位技術を高精度化するた

めの技術を提案する．  

 

３.２.２ 光ビーコンを用いた高精度測位 

（１） 光ビーコン概要 

光ビーコンは, 車両との間で双方向通信をするための路側インフラ装置であり, 主

要な一般道路を中心に設置されている．路側装置と車両搭載装置間の通信には赤外線

が使用され, 路側装置は車両搭載装置に渋滞情報や旅行時間情報等を含む交通情報を

提供する [35]．同様に, 車両搭載装置が路側装置に情報を通知する事も可能である．

光ビーコンの通信は路側装置周辺でのみ行われるスポット通信であり, 路側装置を車

線毎に設置することにより車両が走行している車線の識別も可能で, 2008 年現在, 日

本国内に約48000基設置されている．図 ３.２-1に路側装置(投受光器)の外観を, 図 ３.

２-2 に通信エリアの仕様をそれぞれ示す [35]． 

 

図 ３.２-1 光ビーコン投受光器の外観図 
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図 ３.２-2 スポット通信エリア仕様 

 

 

（２） 光ビーコンを用いた測位技術の検討 

1) 従来の光ビーコンを用いた測位技術 

従来の光ビーコンを用いた測位技術はスポット通信を利用した位置補正方式であっ

た [10]．この場合, 測位精度は通信エリア長に比例し, 測位精度はダウンリンク通信

エリアの長さである 3.7m となる(図 ３.２-2 参照)．従って, 従来の技術では 50cm 以

下の車線方向に対する測位精度を実現することは困難だった． 

 

2) 提案技術 

そこで, 本稿では光ビーコンのアップリンク通信エリアとダウンリンク通信エリア

の境界を検出することにより, 高精度な自車測位を実現する技術を提案する． 

光ビーコンは波長 850nm および 950nm の赤外線を使用しているため, 通信の媒体

が電波と比較して回折しにくく, 直進性が強いといった特徴を持つ．提案技術は, こ

の性質を利用して光ビーコンのアップリンク通信エリアとダウンリンク通信エリアの

境界を正確に検出することにより高精度測位を行う．具体的に通信境界とは， 

① DL 圏内境界（DL 通信エリアへの進入時） 
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② DL 圏外境界（DL 通信エリアからの退出時） 

③ UL 圏内境界（UL 通信エリアへの進入時） 

④ UL 圏外境界（UL 通信エリアからの退出時） 

※ DL:ダウンリンク UL：アップリンク 

の 4 つである．図 ３.２-3 に通信境界の定義を示す． 

 

図 ３.２-3 通信境界の説明図 

 

提案技術には, 以下(a)～(c)に示す誤差要因が存在する． 

a) 路側投受光器の取付角 

光ビーコン路側装置が作り出す通信境界は, 図 ３.２-3 に示すように, 投受光器

から道路に向けて斜め方向の直線として存在しているため, 投受光器の取付角

が変化することにより, 通信境界の位置が変化する．そのため, 車載機による境

界検出誤差が生じる． 

b) 車高 

大型車など車高が高い車両では, 道路から高い位置に車載受信機が設置される

ことが予想される．光ビーコンの通信境界は, 投受光器から道路に向けて斜め方

向の直線として存在しているため, 道路から高い地点においては道路から低い

地点と比べて, 車両進行方向投受光器側に近い地点で通信境界を検出する．この

ため, 境界検出誤差が生じる． 

c) フロントガラスの材質 
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自動車のフロントガラスには赤外線を遮断する加工が施されているものがあり, 

これらのガラスは光ビーコン路側装置から発射された赤外線を減衰させる働き

を持つ．そのため, 車両に使用されているフロントガラスの材質に依存して車載

受信機の受光素子に到達する赤外線の光量が増減することから, 境界検出地点

の検出誤差が生じる． 

上記誤差要因の影響を少なくするには以下の条件を満足する必要がある． 

・ 車載機が投受光器の可能な限り直下に位置すること(a, b 対策) 

・ 車載機への到達光量が可能な限り大きい(投受光器との距離が近い)こと(c 対策) 

これらの条件を満足することにより提案技術による車線方向に対する高精度測位が実

現する． 

 

３.２.３ 検証実験 

 現状の測位精度を検証する為に, 実物の光ビーコン路側装置を使用して検証実験を

行った． 

（１） 光ビーコンの DL 通信エリア 

図 ３.２-2 に示す光ビーコンの通信エリアの仕様を確認するための実験を行った． 

実験は, 安全が確保された実験専用コース上に光ビーコン投受光器を設置して実施

した．車両の代わりに手押し台車を使用した．手押し台車に三脚を固定し, 三脚上に

車載受信機を路面から1mの高さ(図 ３.２-2で示した車載受信機の最下位置)になるよ

うに設置した．そして, 受信機の受光レベルと光ビーコン路側投受光器との通信状況

を測定器(データロガ)で監視しながら台車をゆっくり移動し, 通信が不可能になった

地点をダウンリンク圏外境界エリアと判定し記録する．光ビーコンは投光器から放射

状に光を放射している為, 投光器からの距離を測定してダウンリンク境界エリアの形

状を求める事にした．具体的には, 投受光器直下地点から, 地面に対し平行に受光素

子を設置した台車を放射状に移動し, ダウンリンク圏外境界地点を検出する．通信エ

リアの形状は進行方向に対し対称であると予想されることから, 片側(投受光器右方

向)の通信エリアの形状だけ測定した．通信エリア形状(TopView)の測定結果を図 ３.

２-4 に示す． 
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図 ３.２-4 DL 通信エリア形状（TopView）の測定結果  

図 ３.２-4 の原点(0, 0)は投受光器直下地点である．縦軸は車幅方向の距離を, 横軸は

進行方向の距離をそれぞれ示す．横軸の正方向, 負方向は, 投受光器の前方, 後方をそ

れぞれ示す．つまり, 車両はこの横軸上を右から左に移動する．図 ３.２-4 よりダウン

リンク通信エリアは, 車幅方向には一車線以上の範囲を, 進行方向には投受光器手前

10m から投受光器後方 2m までの範囲をカバーしている事がわかった． 

 

 

（２） 遮蔽板を用いた投受光器の直下地点検出技術 

１） 遮蔽板の効果 

３.２.３節より, 投受光器から発射される赤外線は, 仕様上のダウンリンク圏外境界

より 3.3m以上投受光器の後方まで伸びていることがわかった(仕様ではダウンリンク

エリアは投受光機手前1.3mで終了しているが, 上記から投受光器後方2mまで光が漏

洩していた為, 2m+1.3m=3.3m となる)．そこで, 筆者らは, この漏洩光の存在を利用

し, 車載受信機に遮蔽板を装着することにより, 投受光器直下で正確に人工的なダウ

ンリンク圏外境界を作り出すことで測位精度の高精度化を実現する技術を提案する．

次に本技術の原理を説明する．  

図 ３.２-5 (1)は, 車両の位置と車載受信機における赤外線の入射角の関係を示す．図

からわかるように, 投受光器から離れた地点では, 車載受信機に入射する赤外線の入

射角θ1 は小さい．そして車両が投受光器に近づくと車載受信機に入射する赤外線の
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入射角θ2 は大きくなる．車載受信機に遮蔽板を装着し, 一定の入射角以上で入射す

る赤外線を遮断する特性を持たせることにより車載受信機において赤外光の受光レベ

ルを監視することを可能にし, ダウンリンク通信境界を判別することを実現する．図 

３.２-5(1)図 ３.２-5 (2)に遮蔽板と光ビーコンの入射角の関係を示す． 

 

図 ３.２-5 遮蔽板と光ビーコン入射角の関係 

遮蔽板は車両進行方向に向かって仰角αで, 車載受信機の受光素子上方に設置する．

αに加えて, 遮蔽板の高さ H, および幅 X を調整することにより, 光遮断の開始／終

了地点を制御することが出来る．次に遮蔽版の設計パラメータの詳細を説明する． 

２） 遮蔽板の設計パラメータ 

・α（遮蔽板の仰角）

 

 

図 ３.２-6 αと赤外線遮断特性の関係 
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αは進行方向の光遮断開始位置を決定するパラメータである．図 ３.２-6 に示す

ように, 車両の移動に伴い, 光の入射角は大きくなる．αを光遮断を開始したい地

点における光の入射角とすることで, 光の入射角がα以下のときは, 受光面全体で

受光することが可能で, 入射角がαよりも大きくなると, 遮蔽板は受光面への入射

光を遮断し始める． 

 αは式（1）により求められる． 

  )arctan(
s

b

L

H
        （1） 

ここで，Hbは車載受信機と投受光器の高低差，Lsは投受光器と光遮断開始地点間の

水平距離である．Hbと Lsを与えることによりαを求めることができる． 

・H（遮蔽板の高さ） 

H は光遮断完了地点を決定するパラメータである．車両がαにより決定する光遮

断開始地点を通過すると, 遮蔽板は車載機 の受光面に入射する赤外線の遮蔽を開

始する．車両の移動に伴い光の入射角が大 きくなると, 赤外線の遮光量が多くな

る．この時, 受光面中の遮蔽されている部分と受光している部分の面積比は H によ

り決定される．車両が路側機に接近すると, 更に赤外線の遮光量が多くなり, 遮蔽

板の先端部を通る入射光が受光面の端に到達すると, 遮蔽板は完全に赤外線を遮断

する(図 ３.２-5)．つまり, 赤外線が遮蔽板の先端部を経由して受光面の前端に到達

するときの車両の位置が光遮断完了地点となる．このことは H を調整することで, 

光遮断完了地点を決定することが出来ることを意味する． 

H は式(2)より求められる． 

  



tan

tan

fb

cb

LH

dH
H


        （2） 

 ここで，dcは受光センサ面の進行方向の長さで，Lfは投受光器と光遮断完了地点

の水平距離である．H は dc と Lfを与えることにより求めることができる． 

・X（遮蔽板の幅） 

 Xは車両が車幅方向のどの位置を通行しても光遮断完了地点を同一の場所に保障す

るためのパラメータである．車両の走行位置が車幅方向に逸れた場合の遮蔽の様子を
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図 ３.２-7 に示す．X が短いと車両が投受光器から車幅方向に逸れて走行した場合に

側方から入射する光の遮蔽が不十分になり, 光遮断地点において正確な境界検出がで

きない．そこで, 車両が投受光器から車幅方向に逸れた地点を走行しても光を遮蔽す

るよう X を調整する必要がある． 

 

 X は式(3)より求められる． 

c
b

w w
H

HL
X 

2
    （3）  

ここで Lwは投受光器直下地点から車幅方向に逸れて走行する距離の最大許容値で, 

wcは受光面の車幅方向の長さである． X は Lwと wcを与えることにより求めること

ができる 

 

３） 遮蔽板の設計例 

光ビーコンを用いた高精度測位技術を検証するために遮蔽板を設計した図 ３.２-8 に

今回設計した遮蔽板を示す．遮蔽板は, 4.2.2 節で示したパラメータを用いて以下の 4

つの要求条件を満たすように設計した． 

① 遮蔽板の大きさ 

図 ３.２-7 車幅方向に走行位置が逸れた場合の光遮断の様子 
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一般的に，車載受信機は小型なほど設置場所の自由度が高い．従って，遮蔽板を設計

する際のαと，H をできるだけ小さくし，遮蔽板が小型になるようにすることが望ま

しい． 

② 光ビーコンで規定されている通信領域の確保 

光ビーコンの通信領域は, 図 ３.２-2 に示す仕様により規定されているため, 遮蔽板

は規定通信領域内において光を遮蔽することは望ましくない．光遮断地点は, 車載受

信機の設置高が図 ３.２-2 に示す最下位置(1m)である場合, 投受光器直下地点から

1.3m 離れた地点であるので, これ以上離れた地点において光を遮蔽しないように遮

蔽板を設計する必要がある． 

③ 投受光器直下付近における通信境界の検出 

遮蔽板を利用することにより, 誤差要因の影響が少ない地点での境界検出を行うこと

ができる．路側機の投受光器直下地点が境界検出地点として最適である．理由は投受

光器直下における境界は道路に対してほぼ垂直に存在していることから誤差要因の影

響が少ないためである．すなわち, 投受光器の取付角の違いに起因する通信境界の変

化量が少なく, 境界位置の検出誤差が少ない．通信境界面が道路に対して垂直に存在

していることから, 車載受信機の設置高の違いに起因する境界位置の検出誤差も少な

い．また, 投受光器直下地点では投受光器と車載機間の直線距離も最短になるため車

載受信機への到達光量は最も強い．そのため, 赤外線遮断加工済みのフロントガラス

による赤外線の減衰を考慮しても, 境界位置の検出への影響は最小である． 

④ 車幅方向に逸れた走行に対する耐性 

一般に光ビーコン路側装置の投受光器は各走行車線の中央に 1 基ずつ設置されている．

そのため, 投受光器直下地点に対して車両が左右に逸れて走行する最大距離は, 投受

光器が走行車線の中央に設置されていると想定した場合, 車線幅の半分である．道路

構造令で規定された最大幅を持つ道路である第一種第一級または第一種第二級道路で

は, 走行車線の幅員の最大値は 3.75m であるため, 車両位置検出時には, 投受光器直

下地点から 1.875m 逸れて走行した場合まで考慮する必要がある． 
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図 ３.２-8 遮蔽板の設計図（単位 mm） 

 

要求条件②より, 仕様で規定された通信領域内で赤外線を遮断してはならないため, 

通信終了地点は, 車載機の設置高が1mの場合に投受光器直下から1.3m離れた地点と

なる．車載機の設置高を 1m とし, 投受光器の設置高を仕様通りに 5.5m とすると, 投

受光器と路側受信機の設置高低差は 4.5m となる．従い, (1)式より, αの最小値は

73.9°となる.要求条件①よりαは可能な限り小さいことが望まれるため, αを

73.9°とする． 

次に H を求める．要件 3 より, 投受光器直下付近で光遮断を行うために光遮断完了地

点を投受光器直下地点とした．今回使用する車載機の受光センサ面の奥行長が 0.9cm

であったため, (2)式から H を 3.12cm とした．今回の光受信素子の受信性能では光ビ

ーコン設置位置手前約 40cm から光量不足となる計算である． 

最後に X を求める．要件 4 より, 投受光器直下地点から車両が逸れて走行した場合の

最大許容距離は 1.875m である．今回使用する車載機の受光センサ面の横幅は 0.9cm

であるため, (3)式から X は 3.5cm となる．このようにして設計した遮蔽板を車載受信

機に装着することにより, 誤差要因に対する影響が少ない, 高精度な自車測位が可能

になる． 

 

 

（３） 遮蔽板の性能評価 

１） 実験環境 
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図 ３.２-9 で設計した遮蔽板を用いて, 誤差要因が通信境界検出に対して与える影

響を評価する．本実験用に試作した遮蔽板を図 ３.２-9 に示す．本実験では受光セン

サ面に遮蔽板を直接装着することが困難であったため, 車載受信機に遮蔽板を装着し, 

受光素子に直接遮蔽板を装着した場合と同等の性能が得られるように設計をすること

で代用した．また，受信機装着場所は光ビーコン受信機装着指定場所（ダッシュボー

ド中央付近で±10 度以内の水平な場所）に設置した． 

 

図 ３.２-9 試作遮蔽板の設計(単位 mm) 

 

本実験では誤差要因として想定した下記項目を評価項目とし, 車両進行方向へ移動

したときに各パラメータを変化させることによって, 誤差要因の影響を評価する． 

・ 車線幅方向の走行位置 

・ 車高 

・ 投受光器取り付け角度 

・ 車載受信機取り付け角度 

・ 赤外線遮断量 

（試作遮蔽板の写真） 
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なお車高については, 実験の便宜上, 投受光器の高さを変え, 投受光器と車載受信機

との相対的な高さを変化させることで代用する．フロントガラスの代用として, 光ビ

ーコンで使用している帯域の赤外線を 83%カットする特性を持つ車両用透明熱遮断

フィルム(アルフォリア製サンクリア SC)を使用した．また, 境界検出位置は投受光器

を中心に車両進行方向に対し左右対称であると想定し, 今回は片側(投受光器右側)の

特性のみを検証する．  

本実験の実験環境を図 ３.２-10 に示す．車両の天井の影響を考慮し, 車両の代用と

して台車を用いた．台車に三脚を設置し, 三脚上に遮蔽板付車載受信機を設置する．

遮蔽板付車載受信機は図 ３.２-2 で示した領域の下限である道路から 1m の地点に設

置した．車載受信機の受光レベルをモニタし, ダウンリンク圏外境界を観測するため

にデータロガを使用した．データロガで受光レベルを観測しながら台車を投受光器に

向けて車両進行方向に移動させ, ダウンリンク圏外境界を観測した地点をメジャーに

より測定して記録する． 

 

図 ３.２-10 遮蔽板の性能評価実験系 

 

 

２） 評価結果 

本実験の結果(台車位置－受光強度特性)を図 ３.２-11 に示す． 
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図 ３.２-11 車両位置－受光強度特性 

 

図 ３.２-11 から, 赤外線の受光強度は台車の移動に伴い緩やかに上昇し, 光ビーコン

投受光器の直下地点で急峻に下降していることがわかる．この結果は, 投受光器直下

で遮蔽板による人工的な光の遮断が機能している事がわかる．また, 遮蔽板が図 ３.

２-2 に示す通信エリア内における受光レベルに影響を与えていない事も確認した．図 

３.２-12 に, 誤差要因である評価パラメータを変化させた時の, 通信境界検出位置の

評価結果を示す．縦軸と横軸は, それぞれ投受光器直下を基点とした車線方向, 車幅

方向の距離である．原点(0, 0)は投受光器直下地点であり, 車線方向距離は正方向を投

受光器後方, 負方向を投受光器前方とする．また, グラフにおける評価パラメータの

標準値とは, 車線中央で, 車高 1m, 車載機左右 0°, 投受光器角度 0°, 赤外線遮断無

しの状態である．グラフから, 誤差要因である車高や投受光器の設置角度, 赤外線遮

断は, 境界検出地点が標準値と同様に投受光器直下から 20cm 以内に収束している．

以上の実験結果から, 提案技術が誤差要因から受ける影響は小さいことがわかった． 

また, 車載受信機の左右設置角度については, 台車の進入位置が車線幅方向に逸れ

ると, ダウンリンク圏外境界検出地点が投受光器直下地点から離れる傾向がある．車

載機の左右設置角度が 10°の時と 20°の時のダウンリンク圏外境界検出地点を比較

すると, 車載機の左右設置角度が大きくなるにつれて, ダウンリンク圏外境界検出地

点が投受光器直下地点から離れていく．  
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図 ３.２-12 境界検出地点に誤差要因が与える影響 

 

表 ３.２-1 に投受光器直下地点から境界検出地点までの距離を誤差とした, 各誤差要

因による最大累積誤差を示す．車載機の左右設置角度が 10°であるときの誤差要因に

よる累積誤差は最大 41cm であることから, 目標である 50cm を満たすことが確認さ

れた．この結果から, 走行車両が車線内を走行しており, 車載機の左右設置角度 10°

以内であれば提案技術による測位誤差は 50cm 以下になる事がわかった． 

表 ３.２-1 誤差要因による累積誤差 

 

（４） 車両走行実験による性能評価 

１） 実験環境 

遮蔽板を装着した車載受信機の実車環境における有効性を確認するために, 車載受

信機を実車両に搭載し, ダウンリンク圏外境界検出地点を測定した．台車を用いた実
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験では誤差要因に関して詳細な評価を行ったため, 実車を用いた実験では以下のよう

な代表的な誤差要因のみを実験パラメータとした． 

・ 車線幅方向の車両進入位置 

・ 車高 

・ 車速 

本実験の実験環境を図 ３.２-13 走行実験環境図 ３.２-13 に示す．評価は車載受信機

の受光レベルを記録し, 受光レベルの立下り発生地点を追跡することによって行う．

本実験で使用した光ビーコン車載受信機と投受光器は, 台車による実験で使用したも

のと同一のものである．データロガを路側と車側に各 1 台設置し, 路側のデータロガ

はテープスイッチの信号を記録し, 車側のデータロガは車載機における受光レベルと

実験車両の車速パルスを記録する．テープスイッチは投受光器直下に設置され, 車両

が投受光器の直下地点を通過したイベントの検出を行う．路側と車側のデータロガは

予め同期してあり, テープスイッチの出力信号と車速パルスと受光レベルを同時に記

録出来るようにしてある．車両が通過しテープスイッチが入る前後の車速パルスと車

載受信機の受光レベルを観測することにより, 誤差要因による投受光器直下地点の検

出誤差を観測することができる． 

 

図 ３.２-13 走行実験環境 

 

（実験システム）

（実験レイアウト）
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光ビーコン投受光器は, 実験車両が十分に加速できるよう, 実験車両スタート地点

から 200m 離れた場所に設置する． 

２） 実験結果 

表 ３.２-2 実験結果表 ３.２-2 に, 実験結果(各誤差要因による最大誤差値)を示す．

各誤差要因による最大誤差は 37cm である事がわかった． 

 

表 ３.２-2 実験結果 

 

以上から, 提案技術による遮蔽版は, 実車両においても適正に動作し, 投受光器直

下に近い地点で光遮断を正しく行うことが確認できた．投受光器直下での光遮断終了

を遮蔽板の高さ H により設定しているため, この評価結果から, H による光遮断性能

は車両走行時においても有効であることが確認できた．また, 車両の車線幅方向の走

行位置が変化した場合も, 投受光器直下付近でダウンリンク圏外境界検出をしている

事を確認した．これらの結果から, 遮蔽板の幅 X による車幅方向に対する位置補正は, 

実車においても有効であることが確認できた． 

また, 実際の走行車両時においても遮蔽板における角度α, 高さ H, 幅 X の設計は

有効であることが確認できた． 

３.２.４ 検証実験まとめ 

検証実験では, 自車測位システム要件のうち測位精度について, 投受光器直下に近

い場所でのダウンリンク圏外境界を捕らえる事により高精度測位が可能になることを
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検証した．投受光器直下でのダウンリンク圏外境界を人工的に作り出す為に, 遮蔽板

を実装し, 複数の誤差要因の影響を評価した．結果, 測位精度は 50cm 以下となる事が

わかった．これは, 表 ２.２-1 の完全性(実環境における精度劣化量)では 10cm(精度劣

化量＝実環境における精度－理想環境における精度)に相当する．これにより, 本提案

の有効性と必要性が示された． 

３.２.５ 関連研究 

路側に設置されたインフラを使った自車測位の関連研究として, 既に説明したレー

ンマーカを利用した測位システムと, 本稿と同様光ビーコンを使った測位システム 

[51]が報告されている． 

文献 [52] [53]は, 路面に沿って M-CubITS 素子を M 系列に従って配置し, 車載カ

メラで M-CubITS の並びを検出し位置を算出する．この方式は, 安価な車載カメラを

利用した測位システムであるが, 路面に描かれたマークを認識する為, 路面の経年変

化に伴うマーカ誤認識が増える事が予想される．レーンマーカを使用した技術と本稿

提案の技術を比較すると, 本提案技術は短距離赤外線通信であり, 且つ車線毎に路真

上に設置する為, 障害物による通信障害も少ない．また, 既に全国で 48000 基の稼動

実績もある． 

文献 [51]は光ビーコンのアップリンク領域の車両を, 車両からのアップリンクタ

イミングを光ビーコン投受光器が捉え自車測位を行う．この方式は投受光器より車線

方向手前で測位する為, 本稿でも述べたように 

(a) 投受光器の前後取り付け角度による劣化(0.4m) 

(b) 車高(光ビーコン車載受信機設置高さ)による劣化(0.3m) 

(c) 車両フロントガラスの赤外線遮断加工による劣化 

が発生する．また, 文献 [51]はアップリンクの車両位置に対する精度を上げる為, 

アップリンク領域を絞り込んでいる．その為, 約 65%の通信に輻輳処理が発生してい

る．本稿提案の技術は既に述べた様に上記（a)から（c)の誤差要因の影響は少ない．

且つ, 通信品質は従来方式と比較して劣化していない．また, 文献 [51]が既存の光ビ

ーコンインフラを利用することが出来ないに対し, 本稿提案技術では既存の光ビーコ

ンインフラに手を加えることなく利用することが可能である． 
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３.２.６ むすび 

交差点における車両間衝突防止サービスを実現する為，高精度で高完全性のピンポ

イント測位技術の検討を行った． 

既存の光ビーコンの通信領域を調査し, 光ビーコン投受光器直下でダウンリンク圏

外境界を捉えることにより高精度な測位を実現する技術を提案した．提案技術の効果

を検証する為, 遮蔽板を車載機側光ビーコン受信機に取り付け, 投受光器直下で測位

が高精度に行われる事を確認した．これにより本提案技術が, 以下に示す全ての測位

システム要件を満足する事を示した．  

① 測位精度：50cm 以下 

② 完全性：路インフラを使った測位システム（環境に依存しない測位） 

③ 導入・保守コスト：既存インフラの利用 

また, 遮蔽板の機能要件を提示し, 要件を満たす設計方法についても触れ, 遮蔽板

が設計思想に基づいた通りに動作する事を確認した． 

今回提案した遮蔽板付き光ビーコン受信機を使う事により, 既設 48000 基のインフ

ラをそのまま利用した高精度測位が可能となる． 
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３.３ 光ビーコンを利用した連続自車位置推定方式 

本節では，前節で検討した光ビーコンを使った高精度測位技術と車両の自律航法技術

を組み合せて，環境に依存しない高精度な連続測位技術を検討する． 

３.３.１ 関連研究 

マップマッチング [54] [55]とは論理的なアルゴリズムを使用して位置情報と地図情

報を符合させる技術であり，自律航法や GPS 測位のサービス補間技術としてカーナ

ビゲーションシステムで使用されている．マップマッチングは，似た形状の道路が近

接している場合に，誤った道路に自車の位置情報をマッチングしてしまう問題がある．

オープンスカイでの GPS 測位結果と併用した場合のマッチングの成功率は約 75%で

あり [56]，マルチパスなどが多発するビル街においてはさらに完全性が劣化する． 

自車の過去の走行履歴から，確からしい道路情報に重み付けを行う事で完全性を向

上させるアルゴリズムが提案されている [57] [56]．しかし，このアルゴリズムでは，

車両を利用するほかの人には適用できない．また，車両の寿命である 10 年先までの

道路計画を反映させた地図情報がなければ，新しい道路ができた際，間違った測位を

する可能性が高い． 

また，RTK-GPS と光振動ジャイロ及び車速センサーを使用した自律航法を組み合わ

せた位置推定システムも開発されている [58] [59] [60]．このシステムの位置推定誤差

は 4km の自律航法に対し 7.6m である．しかし，このシステムは RTK-GPS を使用す

ることから位置基準局とのリアルタイムな通信手段が必要である．また，RTK-GPS

は搬送波の位相を検出する原理上，ビル陰等で搬送波の位相の検出が寸断されると位

相の再検出に時間を要する [26]ため，環境によって完全性が変動する． 

醍醐らはジャイロと車速パルスを使った実験 [26]を行っている．実験によって約

1400m 走行して相対誤差が最大 58.3m の誤差が発生した事を報告している．特に途

中から誤差の累積が変動する事を報告している．これには車頭方位が考慮されていな

いので，相対位置しか判別できない．また，ジャイロによるの誤差が大きい為，測位

誤差の累積が変動するものと思われる． 
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以上のように，測位精度が 50cm の車両の連続測位技術や，トンネル，高層ビル街

に影響をうけない車両の寿命に合った測位技術や，高い完全性を維持する測位技術は

まだ実現されていない． 

３.３.２ 提案方式 

（１） 概要 

トンネルやビルなどの環境に影響されない測位技術は重要である．確実な測位を実

現する方法として，公共インフラ設備の利用があげられる．光ビーコンなどの公共イ

ンフラ設備は，新旧のあらゆる車両へ適用できるよう路側設置方法を含めて設計され

ている為，車両の長い寿命にも対応が可能である．そこで，路側に複数の公共インフ

ラ設備を使った測位基準点を設け，測位基準点間を自律航法で補間して車両位置を推

定するシステムを提案する．しかし，従来方式の自律航法 [26]では，車頭方位やジャ

イロの補正が行われない為，完全性を向上させる事が難しい．そこで，測位基準点で

車両の位置を校正し，複数の測位基準点の位置情報を使用して車頭方位を補正する．

さらに，車両停止毎のジャイロの情報からジャイロの出力ドリフトを補正し，車両を

周回させてジャイロの感度を補正する事で，自律航法による位置推定誤差を改善する

車両位置推定システムを提案する． 

このシステムは，複数の測位基準点間の車両の位置を自律航法で推定するため，連

続した車両の位置推定が実現できる．測位精度は，測位基準点からの移動距離に応じ

て劣化するが，移動距離がわかればその場所での測位精度を推定する事ができる．ま

た，高い測位精度が必要な交差点などでは，その直前に測位基準点を設置する事で，

高い測位精度を実現できる．これらの特徴から，高精度で高完全性な測位システムを

実現する事が可能と考えられる．本節では，測位基準点に公共インフラ設備である光

ビーコンを使った測位システム [43]を利用する．図 ３.３-1 に提案方式の概要を示す． 
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図 ３.３-1 提案方式概要 

提案方式は，複数の光ビーコン路側装置の直下で車両が測位を行い，自律航法によ

って推定された走行軌跡と比較する事によって，正しい車頭方位(車両の向いている方

位)を算出し，次の光ビーコン路側装置までの自律航法に適用している．このシステム

を実現するためには以下の技術が必要である． 

① 光ビーコンによる高精度測位技術 

② 光ビーコン間の自律航法技術 

③ 車頭方位検出技術 

本稿では，特に自律航法技術と車頭方位検出技術について検討を行い，実証実験を

行った． 

 

（２） 光ビーコンの高精度測位技術 

光ビーコンを使ったピンポイントの高精度測位技術については，３.２節を参照の事．

この技術により，高精度で高完全性な測位基準点を構成する． 

 

（３） 光ビーコン間の自律航法技術 

ジャイロを使用した既存の自律航法技術の原理・性能・課題を述べる． 
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図 ３.３-2 ジャイロを使用した自律航法技術の原理 

図 ３.３-2 に代表的なジャイロスコープと車速パルスを使用した自律航法技術の原

理を示す [26]．図では，ジャイロの出力電圧は角速度ω(t)に変換され，ω(t)を車速パ

ルスが出力されるタイミング毎に積分することで積分開始時の車両の方位を基準とし

た相対方位を算出する事を示している．更に，1 車速パルスあたりの移動距離⊿L と

車速パルス数nを乗算することでω(t)の積分開始時を基準とした移動距離を算出する．

このようにして求めた相対方位と移動距離に，ω(t)の積分開始時に車両が持っていた

初期ベクトルを加算することで現在位置と車頭方位を算出する． 

 

 

 

 

図 ３.３-3 ジャイロの温度特性 
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今回実験で使用したジャイロの零点電圧の温度特性（温度変化に伴う出力の変化）

を図 ３.３-3 に，経過時間特性（時間経過に伴う出力の変化）を図 ３.３-4 に示す． 

 

図 ３.３-4 ジャイロの経過時間特性（温度=35℃） 

 

図 ３.３-3 図 ３.３-4 から，ジャイロの出力は周辺温度や経過時間に伴い変動する事

がわかる．同様に感度も周辺温度と時間経過によって変動する事が予想される．その

結果，醍醐らの実験 [26]の様に走行途中から測位精度の劣化が観測されると思われる．

しかし，変動には規則性がある．例えば，図 ３.３-4 から時間経過に伴う変化は緩慢

である事が読み取れるので，前後の値がわかれば値を補間する事ができる． 

そこで，これらジャイロの出力の変動を補正する方法を検討した．車両は道路上し

か走れないという制約と，停止時は動けないという特徴を使って変動を補正する． 

具体的なジャイロ出力の変動の補正方法を以下に示す． 

① 零点電圧の変動の補正： 

車両が停止している時は角速度が 0 である事を利用して，ジャイロの零点電圧の変動

を補正する．車両の停止間の零点電圧の変化から，移動中の零点変動を補正する． 

② 感度の変動の補正 

同一地点を二度通過し自律航法による位置推定誤差を算出することで感度を補正する． 
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ジャイロの感度補正による効果を確認するため，図 ３.３-5 に示すように，同一ルー

トを車両で 5 周(300m/周)する実験を実施した．まず，車両速度と車速パルスの誤差

について調査を行った．実験道路で 70m の直線距離を車両の速度を変えて走行し，そ

の際の車速パルスを計測し誤差を調査した．調査結果を表 ３.３-1 に示す．  

表 ３.３-1 車両速度と車速パルス誤差 

車速 パルス / 70ｍ 

30Ｋｍ / h 178 

45Km / h 177 

60Km / h 178 

道路の状態によって変動は予想されるが，道路上に砂や凹凸が無い場合は時速 60km

以下でパルスの誤差は 1 パルス以下である事がわかった．この結果より，この実験道

路では車速パルスの影響が十分小さいと考えられる． 

図 ３.３-5 で，走行開始前と停車直後にジャイロの零点電圧の変動を補正し，感度の

変動の補正を行なわずに自律航法を使って，実験道路を時速 30km 以下で走行した車

両の移動軌跡を図 ３.３-6 に示す． 

 

図 ３.３-5 自律航法性能の評価実験コース 
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図 ３.３-6 自律航法による車両の移動軌跡（感度補正なし） 

 

図 ３.３-6 より，車両がコースを一周する毎に車両の移動軌跡が回転していることが

わかる．図 ３.３-2 に示すように，自律航法は車速パルスとジャイロの情報から相対

位置を算出している．実験道路での車速パルスの影響は微小であるから，車両の移動

軌跡が回転している原因はジャイロにある．ジャイロの誤差要因である零点電圧変動

は補正済みであることから，ジャイロの感度が変動していることが原因と予想される． 

そこでジャイロの感度から，自律航法による位置推定誤差を計算した．ジャイロの

感度の値を前後に振り，図 ３.３-6 の Start(true)と Goal(estimated)の距離の差（距

離誤差）を計算しプロットした結果を図 ３.３-7 に示す． 

 

図 ３.３-7 感度と自律航法による距離誤差の関係 
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図 ３.３-7 から感度が 24.434mV/deg/sec の時，最も距離誤差が小さくなる事がわか

った．そこで，感度(24.434mV/deg/sec)を使用してジャイロの感度変動を補正したと

ころ，車両の移動軌跡は図 ３.３-8 のようになり，正しく感度が補正されている事が

わかった．また，図 ３.３-9 に示すように同様の実験を複数回行ったところ，距離誤

差は 0.25ｍから 1.2m であった．これより，測位誤差には感度の誤差が支配的である

事がわかる． 

 

図 ３.３-8 自律航法による車両の移動軌跡（感度補正あり） 

 

図 ３.３-9 測位誤差の要因と測位誤差 

（４） 車頭方位検出技術 
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前項で説明した自律航法技術では車頭方位を認識することができない．そのため，

車頭方位を認識する手段が必要である．図 ３.３-10 に車頭方位を認識する方法を示す． 

 

図 ３.３-10 車頭方位検出方法 

 

 

自律航法技術により描かれた軌跡ベクトルを A，光ビーコン P と光ビーコン Q を結

ぶベクトルをベクトルを B とすると，車頭方位の補正角θは（１）式で表される． 

θ ൌ
Ａ・Ｂ

|Ａ|・|Ｂ|
                     （１）               

ここで，ベクトル A は，i 番目の車速パルスが出力されてから次の車速パルスが出力

されるまでの車両の移動距離を長さに，ジャイロの出力を積分した結果を方位に持つ

ベクトルをａｉとした場合に，n パルス出力された後の合成ベクトルであり，(2)式で

示される． 

Ａ ൌ ∑ a୧
୬
୧ୀଵ                                             （２） 

自律航法で認識している車頭方位からθだけ補正した値が光ビーコン Q で適用され

る新しい車頭方位となる 

３.３.３ 評価実験 

実車を使用した走行実験により，提案方式による自律航法技術の性能を評価した． 

（１） 評価実験系の概要 
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実験系を図 ３.３-11 に示す．図では，光ビーコン車載装置は光ビーコン路側装置か

ら正確な位置情報を取得すると共に，光ビーコン路側装置の直下地点を通過したイベ

ントを正確に検出する事を説明している．方位算出部と位置推定部は光ビーコン車載

装置から光ビーコン路側装置の直下検出信号を受け取った後に車速パルスの計数を開

始する．そして，車速パルスが出力される毎にジャイロセンサの出力を積分し，光ビ

ーコン直下地点を通過した後の自車位置を推定する．ジャイロセンサは，小型圧電ジ

ャイロ [61]を使用している． 

 

図 ３.３-11 実車による評価実験系の概要 

 

（２） 自律航法技術の評価 

自律航法技術の評価実験結果を示す．図 ３.３-12 に実験のために車両が走行したル

ートを示す．車両の移動距離と車速パルス数の関係は事前に調査し校正している． 

実験車両はスタート地点を発車後，約 400m 走行して再びスタート地点に戻り一旦

停止する．そして停止中にジャイロセンサの基準電圧と感度を補正する．そして更に

実験車両は約 1.8km 自律航法を行いながら走行し再びスタート地点に戻る．従い，車

載装置が推定したゴール地点の座標とスタート地点の座標の誤差が提案方式の位置推

定誤差となる． 

実験の結果，基準電圧と感度を補正した場合と補正しない場合の位置推定誤差はそ

れぞれ 4.5m，381.6m だった．基準電圧と感度を補正した場合（実線）としない場合

の推定軌跡（破線）を図 ３.３-13 に示す． 
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図 ３.３-12 自律航法技術の単独評価走行ルート 

 

図 ３.３-13 自律航法技術による誤差 

 

（３） 提案技術の評価 

提案方式(光ビーコンを使用した車両位置推定技術)の評価結果を示す． 
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車両が走行したルートを図 ３.３-14 に，評価結果を図 ３.３-15 にそれぞれ示す．本

実験の条件は，信号停止時に基準電圧を補正し，基準地点の測位手段として光ビーコ

ン測位技術を使用した他は図 ３.３-12 と同様である．また，各光ビーコン路側装置の

正確な座標は国土地理院が設置した一等三角点を基準に測量した結果を使用した．図 

３.３-14 で，車両は光ビーコン路側装置 A の直下を二度通過(破線)してジャイロの感

度を補正し，光ビーコン路側装置 A と B の直下を通過(一点破線)することで車頭方位

を修正し，光ビーコン路側装置 C の直下を通過(実線)するまで自律航法を実施した．

破線の経路長は約 1300m，一点破線の経路長は約 215m，実線の経路長は約 1797m

だった． 

 

図 ３.３-14 光ビーコンを使用した評価ルート 

 

図 ３.３-15 光ビーコンを使用した評価結果 

 

本評価実験の結果，約 1797m 自律走行した場合の提案技術による位置推定誤差はレ

ンジで約 21m になる事がわかった．よって，この実験環境での測位精度は最小 50cm
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から最大 21m である．測位精度は走行距離に比例して増大していくと考えられるので，

推定する事が可能である．つまり，完全性は小さくする事ができる．以上より，走行

距離が 1800m 以内であれば，提案技術は既存のＧＰＳより高い測位精度を期待でき

る事がわかった 

 

（４） 考察 

本稿で提案するシステムは，光ビーコンを使用した測位により測位基準点を求め，

その情報を基準として自律航法による車両位置推定を実施している．本提案は既に，

交差点安全支援サービスに適用され検証実験が行われている [31]．しかし，本技術を

広域に展開するためには，光ビーコンを設置する間隔についても検討が必要である．

サービスに必要な位置精度に合わせて設置間隔を決めるという方法がある．光ビーコ

ンの設置間隔を短くすれば，位置推定精度は向上する．しかし，インフラ設備である

以上，特定のサービスに限って設置する事は難しい．一方，システムの特長に合わせ

て最適な設置間隔を決める方法もある．本提案の位置推定システムは，大きく二つの

誤差が発生する．一つは光ビーコンによる測位時に発生する測位誤差であり，一つは

自律走行時に発生する自律位置の推定誤差である．前者は光ビーコンの設置間隔が長

くなると誤差の影響が小さくなる．後者は光ビーコンの設置間隔が長くなると誤差の

影響が大きくなる．従って，この２つの誤差の影響がお互い最も小さくなる光ビーコ

ン間隔が存在するはずである． 

そこで，本節では，検証結果を基に提案方式を使用した場合の最適な光ビーコン路

側装置の設置間隔について考察する． 

図 ３.３-16 に車両走行位置における走行車両数の分布特性(PDF)を示す．車線中心

の車両数を１として正規化している．図から，ほとんどの車が車線中央を走行してい

る事がわかる．図 ３.３-17 に車両走行位置におけるの走行車両数の分布特性(CDF)を

示す． 
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図 ３.３-16 車両走行位置（レーン方向）の分布特性（ＰＤＦ） 

 

 

 

 

図 ３.３-17 車両走行位置（レーン方向）の分布特性（ＣＤＦ） 
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図 ３.３-17 から，99%以上の車両が車両通行帯の中央から±76cm 以内の場所を走

行していることがわかった．このことから，光ビーコン測位技術による車両のレーン

方向の測位誤差は 76×2=152cm と考える．また，光ビーコンによる進行方向の測位

誤差は-29cm～+11cm である事が過去の検討により判明していることから [43]，光ビ

ーコンによる測位誤差エリアは図 ３.３-18 に示す形状であると考える． 

次に図 ３.３-18 に示した光ビーコン測位誤差エリアの情報を使用して光ビーコン路

側装置が二基ある場合の車頭方位の推定誤差を算出する．車両は光ビーコン測位の原

理から，図 ３.３-18 で示した誤差エリアのいずれの地点を通過した場合も，光ビーコ

ンの直下地点を通過したと判断する．図 ３.３-19 に示すように，L[m]離れて設置され

た二基の光ビーコン路側装置#1 と光ビーコン路側装置#2 を想定する．車両が光ビー

コン路側装置#1 と#2 の直下地点を直線的に通過すると，車両は光ビーコン路側装置

#1 と#2 のそれぞれの直下地点で図 ３.３-18 に示す測位誤差を持つ光ビーコン測位を

行う． 

 

 

図 ３.３-18 光ビーコン測位誤差 

 

 

従って，光ビーコン路側装置#2 の直下地点における測位誤差の最大値は図 ３.３-19

のベクトルυaとなる．更に，光ビーコン路側装置#1 と#2 の間を走行する際には，自

律位置推定誤差に起因する誤差ベクトルυbもまた発生することから，光ビーコン路
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側装置#2 の直下地点，即ち基準地点で車両が持つ誤差ベクトルυ0はυ0=υa +υb と

なる．そして，基準地点をスタートして自律位置推定を実施した際に，新たに自律位

置推定誤差に起因して発生する誤差ベクトルυcの影響を考慮すると，提案方式による

最終的な誤差ベクトルυeは，υe =υ0+υc となる． 

 

図 ３.３-19 提案方式の理論位置推定誤差 

 

以上の考えから，光ビーコン路側装置の間隔と自律位置推定誤差の関係をプロット

したものを図 ３.３-20 に示す．尚，周回実験によって得られた距離誤差の最大値（図 

３.３-7）を，ベクトルυb およびベクトルυc の加算ベクトルのスカラー量として使

った． 

図 ３.３-20 の横軸は光ビーコン路側装置#1 と#2 の間隔 L で，縦軸はυe の方位誤

差成分である． 
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図 ３.３-20 ビーコン間隔と自律位置推定誤差特性 

 

 

図 ３.３-20 から，光ビーコンによる誤差と，自律航法による誤差を考慮した，最も

良い位置推定精度が得られる最適な光ビーコン路側装置の設置間隔は 900m であるこ

とがわかった． 

 

３.３.４ むすび 

本節では，既存インフラである光ビーコンを使用した測位技術 [43]による測位基準

点と，ジャイロと車速パルスを利用した自律航法による位置推定システムを提案した．

その際，ジャイロの出力情報がドリフトする現象を明確にし，車両停止時のジャイロ

情報を使って出力ドリフトを補正する事で，高精度な車両の自律航法が可能である事

を示した．また，光ビーコンによる複数の測位基準点を使って車頭方位を補正し，自

車位置推定の実車評価を行ったところ，約 1800m 走行して約 50cm から約 21ｍの誤

差である事がわかった．さらに，光ビーコンによる測位誤差と自律航法による位置推

定誤差の関係から，両誤差の最も小さくなる光ビーコンの設置間隔について考察し，

最適な間隔は 900ｍである事を示した．以上より，ITS 関連サービスを行うために必
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要な測位精度約 50cm から約 30m は満足している事がわかった．完全性も連続測位が

可能な他測位技術と比較してよい事がわかった．また，トンネルや高層ビル街での測

位や，10 年間は保守無しで測位精度が維持できるなどの技術に対する要求事項も，提

案技術の構成上，満足できる事を説明した． 

今後の研究として，実験道路と実道路の差分と思われるタイヤと路面のスリップに

よる位置推定誤差の増大対策や，バンクカーブの様な地面に水平でない場所での自律

航法方法など，特異な環境における検討も進める予定である．また，本稿ではジャイ

ロの感度を補正する為，車両を周回して同じ位置を通過したが，将来は位置情報が既

知である光ビーコンを複数使って行う方式も検討する予定である． 
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３.４ まとめ 

本章では，高い完全性と高精度測位が必要なサービスとして次世代交通システムを

取り上げ，具体的なサービスとして交差点における車両衝突防止サービスに必要な測

位技術を検討した． 

既存の測位システムは，測位精度を測位技術の要件として捉えてきた．しかし，広

域で利用する ITS 関連のサービスに使われる測位技術は，サービスの種類と測位する

場所によって，それぞれ測位精度と技術に対する要求条件が変わってくる．例えば，

車両の衝突防止を防ぐサービスであれば，高い測位精度が必要である．近傍車両の注

意喚起であればそれほど高い測位精度は要求されない．従って，必要なエリアで必要

な測位精度を実現できるしくみをつくる必要がある． 

必要な測位精度を実現する為，高精度なピンポイント車両測位技術として光ビーコ

ンを使った測位技術と，車両自律航法技術が連携した測位システムを検討した．今回

の技術は交差点というエリアで高精度を実現できればよい．つまり，交差点手前で光

ビーコンによるピンポイント測位を行い，その後車両の自律航法によって位置を把握

する事により，交差点内における車両の高精度測位技術を実現する事ができる． 

また，本章提案である光ビーコンの測位技術は GPS 測位の測位誤差のキャリブレー

ションに利用する事もできる．GPS 測位はマルチパスなどの要因で測位誤差が発生す

る場合，基本的に測位誤差が発生している事を検出する事は困難である．しかし，光

ビーコンによる測位は高い完全性と高い測位精度を同時に実現している為，光ビーコ

ンによる測位と GPS 測位の差分から GPS の測位誤差を修正する事が可能である．さ

らに，光ビーコンは既に一般道路に普及しているインフラ設備であり利用しやすく，

基本機能である路車間の相互通信を使ってインフラの情報と車両の情報の送受信が可

能である．通信と測位を同時に行うことが可能な本提案方式は，今後 ITS 関連のサー

ビスと大変親和性の高いシステムの構築が期待できる．ＩＴＳは物流の効率化だけで

はなく，安全性についても検討が必要である．安全性の向上には，人の判断による運

転からインフラ支援による運転へと遷移させる必要がある．その為には高い完全性を

備えた測位技術が必要であり，本技術は将来の交通制御に必要な測位技術に繋がるも

のとして期待している． 
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本システムは既に一部地域で実証実験が進められており，近年中に他地域において

も同様な実証実験がおこなわれ実用化へと進む予定であるが，本技術に対応した光ビ

ーコン受信機やカーナビゲーションの普及も合わせて考える必要がある．また，道路

に対する適用条件として，サービスを適用する前に光ビーコンが設置できる道路であ

る必要があり，適用道路の選定も必要である．タイヤがスリップする道路では移動距

離の誤差が増大する．市街地における誤差の平均は１００ｍ走行して約１ｍ～２ｍ程

度 [62]である．雪道などではさらに誤差の増大が予想され，これらの誤差を吸収する

しくみも必要である．今後は，早期実用化に向けこれらの課題について検討を進める

予定である． 
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第４章 高い完全性で低精度な測位技術 

本章では，サービスと測位技術の 4 象限マ

トリクスにおける第２象限である高完全性

で高精度測位が必要でないサービスに適し

た技術について述べる．サービスとして，

子供の歩行履歴サービスを想定し，必要な

測位技術を検討する．図 ２.３-1 に示すよ

うに，技術要件を 

・24 時間連続して測位が可能 

とし検討する．４.１節で技術背景を述べ，

４.２節では間欠測位 GPS と低消費電力デ

バイスによるサービス補間技術について述べる．４.３節で補間技術による高精度化つ

いて述べ，４.４節でまとめを述べる 

４.１ はじめに 

近年，携帯電話に GPS [63]の搭載が増加し，それに伴い人の位置情報を使ったサービ

スが増加している．人の位置を車両に伝えて，ドライバーに注意喚起をする安全サー

ビス [64]，人を目的地まで案内するナビゲーションサービス，人の歩行履歴に基づく

サービスの提供 [65]，位置情報履歴を利用したユーザアダプティブなサービス提供 

[66]，状況に合わせて適切な情報を自動的に推薦，選択するサービス [67] [68] [69] 

[70]など様々なサービスが検討されている．これらのサービスは GPS の測位精度に基

づいて提供されており，今後さらに普及すると考えられ，歩行者ナビゲーションを代

表とする利用時に GPS を起動するサービスと，歩行履歴のように常時測位を必要と

するサービスに分類する事ができる． 

携帯電話の測位には GPS が利用されるが，GPS は携帯電話に搭載される他のデバ

イスと比較して消費電力が大きい為，常時測位を必要とするサービスでは GPS を間

欠に動作させる必要があった．しかし，間欠動作の間は測位する事ができない為，サ

ービスは GPS を動作させている間のみに限定され，利便性に欠ける．従って，サー

ビスを提供させる為には，他の低消費電力デバイスで補間しながら測位をする方法が

高完全性で

高精度測位 

高完全性 

高精度

高完全性で

低精度測位 

低完全性で

高精度測位 

低完全性で

低精度測位 

低完全性 

低精度
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必要である．文献 [71] [72] [73]では方位計と，歩数と歩幅を乗じた移動距離から，相

対位置を推定する方法が提案されている．相対位置の初期位置や，相対位置の補正に

は GPS を使う．しかし，これには GPS の誤差に対する検討と，方位計に対する携帯

電話の実装部品の帯磁や，周辺環境の磁力の影響など（磁場ノイズ）の検討を行う必

要がある． 

本章では現在地の測位ではなく，歩行履歴における測位の低消費電力化を目的とす

る．GPS を間欠に動作させ，GPS の間欠動作の間の測位を携帯電話に搭載されてい

る地磁気センサや加速度センサによる歩数計を使って測位を補正する．その際，地磁

気センサに対する磁場ノイズのフィルタリングや，GPS の誤差の影響を小さくしなが

ら，GPS の連続測位と同じ精度を確保する方法を提案する． 

４.２節は地磁気センサを使った高精度測位技術について述べる．特に，人の直線の

歩行形状をリンクと見立て，人の歩行形状は複数のリンクの組み合わせとして考える

リンクモデルについて検討する．４.２.１節で地磁気センサを使う際の課題について

述べ，４.２.２節では技術要件と関連技術について述べる．４.２.３節で提案方式につ

いて説明し，４.２.４節で実証実験の結果を示し４.２.５節でまとめを述べる． 

４.３節は４.２節で提案したリンクモデルの補正性能の向上を目的とし，バネモデル

を用いた歩行軌跡補間技術について述べる．４.３.１節で背景を述べ，４.３.２節で提

案方式について説明し，４.３.３節で実証実験の結果を示し４.３.４節でまとめを述べ

る． 
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４.２ 地磁気センサを使った高精度測位技術 

４.２.１ 携帯電話の測位技術 

４.２節の目的は携帯電話による歩行履歴情報を取得する事である．その際，GPS と

同じ測位精度で，かつ消費電力を下げる必要がある．従来の測位技術は GPS やジャ

イロ [74]，地磁気や気圧 [74] [8] [73]，無線 LAN [75]，RFID [76]，Bluetooth [77]

等を用いた技術がある．しかし，GPS は多くの相関回路を必要とするため，消費電力

が高いという課題がある．ジャイロを用いた方式は，センサの形状が大きく，携帯電

話への実装が困難という課題がある．無線 LAN，RFID，Bluetooth はマルチパスの

影響による測位精度の劣化や，新たなインフラが必要となる為，広範囲での測位が困

難といった問題がある． 

以上のような観点から，携帯電話の測位技術には以下の技術要件を満足する必要が

ある． 

（１） 携帯電話へのデバイス実装 

携帯電話へ実装可能なデバイスの利用が必要である． 

（２） 測位精度と利用エリア 

既存の位置情報サービスとの互換性から，GPS と同等な精度と利用エリアの確

保が必要である． 

（３） 低消費電力 

携帯電話の充電サイクルを最低 1 回/日と考えると，24 時間以上の連続稼動が必

要である． 

 

４.２.２ 関連研究 

携帯電話にも搭載されているカメラを使った画像による測位技術 [11]が検討されて

いる．しかし，カメラは単体で数百 mA の消費電力が必要であり，常時測位への適用

は困難である． 

GPS の動作間隔を加速度センサや人の行動履歴から動的に変更する事で消費電力を

削減する方法が文献 [78]に示されている．文献 [78]では加速度センサにより人の歩

行を認識し，停止時には GPS の測位を停止する事で消費電力を抑える事を示してい
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る．また，人の行動履歴から GPS の測位をしない時間帯を予想し，GPS の動作を制

御することにより消費電力を抑える事も可能としている．しかし，この方法では GPS

の間欠動作の間の測位を補間することはできない． 

GPS が利用できないところでは加速度センサを使った歩数計と，地磁気センサを使

った方位計を利用して歩行者の移動経路を求める方式が文献 [8] [79] [80] [81] [82] 

[83] [84]に示されている．文献 [8]では加速度センサから得られる一歩の情報に独自

のアルゴリズムによる歩幅を乗じ，それに方位計から得られる方位を加味する事で，

位置を推定する自律型の測位方法（単位ベクトル加算方式）が報告されている．これ

らの仕組みは文献 [74] [73]でも示されている．しかし，この方法は携帯電話の帯磁に

よる地磁気センサへの影響が想定されていない．携帯電話の帯磁の影響を受けると，

方位情報に誤差を含んでしまう為．正しい携帯電話の位置を推定する事が困難である． 

 

４.２.３ 提案方式 

そこで，地磁気センサによる方位情報の変化量を観察する事で，歩行軌跡の形状を

捉える方式を考案した．これにより，携帯電話の帯磁の影響を回避できる．その歩行

軌跡の形状を間欠動作させた GPS で補正し，正しい歩行履歴を算出する． 

以下，上記方式の詳細について説明する． 

（１） 消費電力 

提案方式が 24 時間以上の連続稼動が可能か評価をする為，試作した携帯電話使って

消費電力を測定した．消費電力測定は文献 [78]と同様に，携帯電話のバッテリー部の

電流を測定した．GPS は既存の携帯電話で使われているデバイスを使用し，加速度セ

ンサと地磁気センサは文献 [85]を利用した．また，地磁気センサによる方位計のポー

リング間隔は 100ms とした．オープンスカイの状態で，GPS の平均消費電流を測定

したところ，約 90mA であった．また，地磁気センサを使った方位計，加速度センサ

を使った歩数計及び公衆無線の待機電流を含めたベース電流は約 1.5mA であり，GPS

と比較して 1/60 程度の消費電力である事がわかった．また，満充電の電池（公称容量

870mAh）で，GPS を連続して約 1 秒間隔で測位（連続測位）した場合は約 8 時間程

度動作する事がわかった．従って，充電池の放電容量を公称容量の 85%とすると，GPS

の連続動作時間を 3 割程度に削減する事で約 24 時間の連続測位が可能となる． 

 



 

  

65高い完全性で低精度な測位技術

（２） 携帯電話の帯磁による方位誤差への影響 

地磁気センサを携帯電話に実装し方位を算出する場合，携帯電話の帯磁による方位

誤差が発生することが知られている [72]．本来，地磁気センサは，地球が持つ磁場の

強さ(地磁気値)を検出するものである．地磁気は大きさと方向を持つベクトルで表す

事ができ，ベクトルの方向を調べることで，方位を計算することができる．携帯電話

は，高密度に部品が実装されており，一部に金属やスピーカ，マイクなどの磁気を持

った部品が使われている．その金属が外的影響によって帯磁すると，地磁気センサに

対して帯磁による磁気成分が付加され，真の地磁気値からの誤差(オフセット値)とな

り，正しい方位を算出できない．地磁気センサのメーカーは，このオフセット値を算

出し，地磁気センサの検出値からオフセット値を減算して正しい方位を計算するキャ

リブレーションという仕組みを用意している [72] [86]．また，携帯電話に実装される

磁気を持った部品は，地磁気センサから十分離れた場所に実装され，その磁気の影響

は帯磁した金属部品と等価に扱う事ができる程度小さくなっているため，両部品によ

る磁気の変化を合わせてキャリブレーションが可能となっている． 

通常，キャリブレーションは携帯電話を人の手で動かす(携帯電話を水平に 1 周させ

る)ことで始まり，十分な方位精度を充たすには，30 秒～1 分程度動かす必要があると

言われている．携帯電話内部の磁場の変化量が常に一定である保証は無く，さらに，

磁石などの磁力の強いものに携帯電話を近づけると，オフセット値が変わるため，そ

の都度，携帯電話をキャリブレーションする必要がある． 
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図 ４.２-1 方位誤差による測位ズレ 

図 ４.２-1 は，単位ベクトル加算方式で歩行履歴を算出した一例を示している．便宜

上，出発地点は正解の歩行経路（正解経路）の出発点に合わせている．測定された経

路（測定経路）と正解経路を重ねると，測定経路に大きな誤差が生じており，地磁気

センサが出力する方位の誤差が原因である事がわかる．測定経路を正解経路に近づけ

るためには，携帯電話の帯磁による方位誤差を改善する必要がある． 

 

図 ４.２-2 方位誤差発生原因 

図 ４.２-2 に示すように，直行する 2 軸の地磁気センサの場合，オフセット値とは，

帯磁していない携帯電話を動かした時，地磁気センサの出力値（地磁気値）を直交す

る軸にプロットした際に得られる円の中心座標（点 O）と，帯磁している携帯電話を
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動かして，地磁気値を直交する軸上にプロットした際に得られる円の中心座標（点 O

´）との差分である． 

方位は直行された地磁気値の合成ベクトルで表されるので，磁北を向いている帯磁

していない携帯電話であれば，合成ベクトルはベクトル A となるところが，帯磁した

携帯電話であると合成ベクトルがオフセット分加算される為，ベクトルBと判断され，

磁北よりα°の誤差（誤差角）が生じる．そこで本稿では，高層ビルや発電所などの

磁場を歪ませる影響物の少ない住宅街で歩行実験を行い，かつ歩行中は携帯電話に磁

石を近づけるなど，携帯電話の帯磁量に大きな変化がない状態を想定して検討を進め

る． 

 

（３） 方位計を使った歩行軌跡の形状推定 

上記オフセット値は外的影響が新たに付加されない限り安定して同じ値である．つ

まり，移動に伴う方位の差分を検出すれば，歩行軌跡の形状を知ることが可能である．

例えば移動に伴い，地磁気センサからの方位情報が増加すれば，円弧を描きながら移

動をしているという事がわかる．移動に伴い，方位情報に変動がなければ，直線に移

動している事がわかる．急な方位の変動は，そこが曲がり角であると予想する事がで

きる．本稿では特に市街地での測位を想定しており，市街地の歩行道路の多くは直線

であると想定して，下記の特長を使ってアルゴリズムを構築する． 

 

１） 直線を歩けば，方位は誤差を含んでいるが，直線状に歩いた事がわかる 

２） 角を曲がると，曲がり角度に関係なく，曲がった事がわかる 

図 ４.２-2 が示すように，直線状に歩くことは，同じ方向に向かって歩くことにな

るので，誤差角が常に一定となる．例えば，北に向かって歩けば，誤差角はα°の

ままである．また，図 ４.２-1 からも，直線状に歩いた経路は測定経路でも直線であ

る事，角で曲がった角度には誤差が含まれているが，曲がった事がわかる．本稿で

は，以上の単純なアルゴリズムの有効性を検証することを目的とし，歩行者の多い

道路を歩行するといった直線状に歩行ができそうにないより複雑な状態は想定せず，

道路に沿って直線状に歩行する場合を対象として検討を進める． 
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（４） GPS の間欠動作と地磁気センサの出力補正 

そこで，上記 2 点の特徴を利用して方位誤差を解消する．前述から方位誤差には以

下の 2 点の誤差があることがわかる． 

１） 絶対方位誤差：測定経路と，正解経路の方位の誤差 

２） 相対方位誤差：曲がり角の角度の誤差 

これらの誤差を GPS の間欠動作による測位情報を用いて補正（補正経路）する．基

本アルゴリズムを以下に示す． 

加速度センサによる歩数と，地磁気センサが出力する方位情報の変化から，歩行軌

跡の直線形状を抽出し，曲がり角も判断する．GPS による位置情報を用いて，測定経

路の直線部分の方位を補正することで，絶対方位誤差の補正が可能となる．また，測

定経路を角で分け，前後の直線部分の方位を補正することで，相対方位誤差を補正す

ることができる．（図 ４.２-3 参照） 

 

図 ４.２-3ＧＰＳを使った方位補正方法 

 

図 ４.２-4 は，測定経路の直線部分の始点と終点で，GPS による測位をした場合の，

補正経路の位置精度を示している．理論的には，GPS の測位精度を半径 r（m）とす

ると，補正経路の位置精度（正解経路との差）を r（m）以内（図 ４.２-4 点線の範囲

内）に収めることができる．ここで，本論文では提案アルゴリズムの有効性の確認お

よび議論を簡単にするため，GPS の測位精度の半径に影響を与えるマルチパス等に関

しては考慮していない． 
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図 ４.２-4 歩行軌跡における位置精度 

（５） GPS の測位タイミング 

基本アルゴリズムをベースに GPS 測位のタイミングを考える．正解経路と補正経路

の位置の誤差を小さくする為，以下の 2 方式を提案する． 

・{方式 1}：曲り角で GPS の測位を行い，2 箇所の角を通る直線から，補正経路の

絶対方位誤差を計算する 

・{方式 2}：直線部分で 2 箇所以上の GPS の測位を行い，近似直線をもとめ，近似

直線から補正経路の絶対方位誤差を計算する 

＜方式 1：曲り角で GPS の測位をする方式＞ 

曲り角と曲り角の間の直線の長さを利用し，正解経路と補正経路の位置の誤差を少

なくする方式である．一辺の直線が長ければ GPS による測位誤差の影響を低減させ

る事ができる（図 ４.２-5）．歩き始め，あるいは，曲り角で GPS の測位を行い，2

点の GPS の測位地点を通る直線を計算し，絶対方位を計算する． 

この方式の課題は，GPS の測位に時間がかかる為，地磁気センサで曲り角を検出し

てから GPS の測位を開始すると，実際の測位地点は曲り角を過ぎた後になる点であ

る．GPS の測位にかかる時間は，オープンスカイで 4～7 秒程度であり，曲り角から

約 5～10m 離れた場所で測位を行う．そこで，曲り角から進んだ距離を，算出した方
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位情報に沿って，GPS による位置情報から引いたものを，曲り角における GPS によ

る位置情報とする．その時の方位情報には帯磁による方位誤差が含まれる． 

 

図 ４.２-5 曲り角でＧＰＳを測位する方式 

 

＜方式 2：直線部分で 2 点以上 GPS 測位する方式＞ 

直線状に歩行中に，複数回 GPS による測位を行い，測位による複数の位置情報から

近似直線を算出し，補正経路とする方式である．近似直線は，最小二乗法を用いて求

め，近似直線から絶対方位誤差を計算する．（図 ４.２-6 参照） 
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図 ４.２-6 直線部分で複数点ＧＰＳ測位する方式 

４.２.４ 実機検証 

（１） 実験環境 

提案手法を，試作した携帯電話を使って評価した．評価時の実験環境を下記に示す．

携帯電話に搭載されている GPS は，1 測位地点あたりの GPS の測位回数の設定が

可能である．これは，複数回測位することで，GPS の測位精度の向上が期待できる

ための機能である．しかし，測位回数の増加に応じて消費電力も増加する．また，

評価時は GPS の測位時に被験者が立ち止まるなどは行なわず，歩き続けるものとす

る． 

・ 評価機は４.２.３節で使用した試作携帯電話を使用する 

・ 地磁気センサ/加速度センサは文献 [85]と同等品を使用する 

・ 評価した歩行経路は総歩行距離が 1193.5m である． [72]の Google マッ

プ上に重ねた角 A から角 I をもつ経路で行う．角 A はスタート地点であり，

角 I はゴール地点である．また，角 A と角 I は同じ場所である 

・ 被験者は，地磁気センサと GPS を搭載した携帯電話を掌の上に乗せ，歩

数計を搭載した携帯電話を腰のホルダーに装着し，歩行する 

・ 歩数情報と方位情報は 100msec 間隔で取得する 

・ 被験者数は 5 名（男性 2 名，女性 3 名）で行う 

・ 各被験者の歩幅は身長×0.41 で算出（表 ４.２-1）する 
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表 ４.２-1 被験者と歩幅 

被験者 Ｗ１ Ｗ２ Ｗ３ Ｍ１ Ｍ２ 

歩幅(cm) 65.6 67.24 63.14 68.47 72.57 

 

・ GPS の測位のタイミングは方式 1（曲がり角で GPS の測位をする方式），

方式 2（直線部分で 2 点以上 GPS 測位する方式），GPS の連続測位の 3 種

類行なう 

・ １測位地点あたりの GPS の測位回数は 5 回，10 回の 2 種類行なう 

・ 方式 2 は図 ４.２-7 の歩行経路において，48m の最短辺（角 E と角 F の

間の直線）を除き，各辺で 3 点以上の GPS の測位を実現するため，60 歩（約

40ｍ）毎に GPS による測位を行なう 

 

図 ４.２-7 実験歩行経路 

 

方位精度は，絶対方位誤差で比較する． 

位置精度は正解経路と補正経路の距離差の平均と，正解経路と補正経路の距離差の標

準偏差を足したものとし，次式で定義する． 
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ℓ୧ ൌ ඥሺईࣻ െ ࣷईࣻሻଶ ൅ ሺउࣻ െ ࣷउࣻሻଶ                         (1) 

 

ℓത ൌ
ଵ

ࣿ
∑ ℓࣻ
ࣿ
ࣻୀଵ                                                  (2) 

 

σ ൌ ටଵ

ࣿ
∑ ሺℓࣻ െ ℓതሻଶࣿ
ࣻୀଵ                                        (3) 

 

ここで， 

経路精度・・・距離差の平均 

    σ ・・・ℓത＋差の標準偏差 

    ℓࣻ・・・地点ࣻにおける正解との距離 

 ईࣻ，उࣻ・・・補正結果の座標値 

    ࣷईࣻ，ࣷउࣻ・・・正解座標 

である． 

（２） 実験結果 

図 ４.２-8 は GPS の連続測位した測位結果をマップ上にプロットし正解経路に重

ねたものである．図 ４.２-8 の各点が GPS の測位結果である． 
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図 ４.２-8ＧＰＳ単体連続測位による歩行軌跡 

図 ４.２-9 に，出発地点を歩行開始点に重ねた場合の単位ベクトル加算方式の一例を

示す． 

 

図 ４.２-9 単位ベクトル加算方式での歩行軌跡 

 

図 ４.２-10，図 ４.２-11 は，図 ４.２-9 が示す単位ベクトル加算方式の経路

に対し方式 1，方式 2 で補正をした結果である．正解経路に近い経路に補正

されている事がわかる．図 ４.２-10，図 ４.２-11 の黒い点は GPS によって

測位された位置であり，5 回測位/測位地点を被験者の代表値で示している． 
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図 ４.２-11 方式 2 による歩行軌跡 

 

＜移動軌跡の精度＞ 

単位ベクトル加算方式，方式 1（曲り角で GPS の測位をする方式）及び方式 2（直線

部分で 2 点以上 GPS 測位する方式）による補正経路の位置精度を表 ４.２-2 に示す．

単位ベクトル加算方式の位置精度は出発地点を歩行開始点に重ねて算出した，方式 1，

方式 2 の位置精度は，出発地点の座標を GPS で測位して計算した．また，GPS 連続

測位による位置精度の平均値は 12.88m であった．方式 1 と方式 2 の位置精度は，単

図 ４.２-10 方式 1 による歩行軌跡 
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位ベクトル加算方式の位置精度よりも明らかに向上しており，GPS の連続測位と比較

してほぼ同じ精度であると思われる． 

 

表 ４.２-2 各方式による精度比較 

１測位あた

りのＧＰＳ

起動数 

単位ﾍﾞｸﾄﾙ

加算方式 

方式１ 方式２ 

5 190.6m 16.0m 14.2m 

10 190.6m 14.6m 12.6m 

 

表 ４.２-2 の GPS の測位回数による精度への影響について，単位ベクトル加算方式，

方式 1，方式 2 を要因 A，GPS の 1 測位地点あたりの GPS 測位回数である 5 回と 10

回を要因 B として分散分析および多重比較を行ったところ，要因 A における単位ベク

トル加算方式と方式 1，単位ベクトル加算方式と方式 2 において有意水準 5％で有意

となった．一方，要因 B である GPS の測位回数である 5 回と 10 回では有意とならな

かった．このことから，現状では，GPS の 1 測位地点あたりの GPS 測位回数によっ

て位置精度に差は無いといえる．つまり，消費電力の観点から言えば，１測位地点あ

たりの GPS 測位回数は 5 回で十分であるといえる． 

また，実験環境における GPS の測位精度（半径ｒ）を測定したところ，22.4m であ

り，GPS の測位精度より位置精度が良い評価データの割合は，方式 1 で 100%，方式

2 で 90%ある事がわかった．これにより４.２.３節で示した理論上の位置精度をほぼ

満足しているといえる（表 ４.２-3）． 
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表 ４.２-3 各方式における GPS の測位精度より位置精度がよい評価データの割合 

１測位あた

りのＧＰＳ

起動数 

単位ﾍﾞｸﾄﾙ

加算方式 

方式１ 方式２ 

5 0%(0/10) 100%(10/10) 88.9%(8/9) 

10 0%(0/10) 100%(10/10) 88.9%(8/9) 

 

＜補間経路と方位精度＞ 

単位ベクトル加算方式，方式 1（曲り角で GPS の測位をする方式），方式 2（直線部

分で 2 点以上 GPS 測位する方式）の方位精度を表 ４.２-4 に示す． 

 

表 ４.２-4 各方式による方位精度比較 

１測位あた

りのＧＰＳ

起動数 

単位ﾍﾞｸﾄﾙ

加算方式 

方式１ 方式２ 

5 12.7° 5.2° 5.7° 

10 11.2° 4.8° 4.7° 

 

方式 1及び，方式 2は単位ベクトル加算方式より方位精度が向上する事がわかった． 

 

＜消費電力分析＞ 

GPS による測位は，GPS 衛星の捕捉処理と，位置を算出する処理に分けられる．連

続測位の場合は 1 回目の測位以降，GPS 衛星の補足処理は割愛される． 測位に数十

秒以上の間隔が空いた測位（単独測位）の場合は，GPS 衛星に搭載されている原子時
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計と携帯電話の時計に誤差が生じる為，再度，GPS 衛星の捕捉処理が必要となる．例

えば，5 回の連続測位の場合は，1 回のＧＰＳ衛星補足処理と 5 回の位置算出処理が

必要である．5 回の単独測位の場合は，5 回のＧＰＳ衛星補足処理と 5 回の位置算出

処理が必要である．つまり，同じ測位回数でも連続測位と単独測位ではＧＰＳの稼動

時間に差が出る．従って，GPS の測位回数で比較すると，正確な消費電力の比較をす

る事ができない．そこで，GPS の測位回数ではなく，GPS の稼動時間で消費電力の

比較する事とする．本稿では，加速度センサと地磁気センサと GPS を併用している

ので，各センサの消費電力を GPS の稼動時間に変換する．加速度センサと地磁気セ

ンサは歩行中連続稼動であり，消費電力は GPS の消費電力の 1/60（４.２.３節）とし

て計算する．評価データの平均歩行時間は約 847 秒であることから，平均歩行時間の

1/60 が加速度センサと地磁気センサの GPS の換算時間となる．間欠動作した GPS の

稼働時間は，1 測位地点あたりの GPS の 1 回目測位に約 5.5 秒かかり，2 回目以降は

1 秒かかるので，1 測位地点あたりの GPS 測位回数に応じて計算して求めた．例えば，

ＧＰＳ測位回数が 5 回の方式１の場合は次の様に計算できる． 

・ ＧＰＳの１測位地点あたりの消費電力は，測位回数が 5 回／１測位地点

で単独測位であるので，5.5 秒＋1 秒×4 回＝9.5 秒である． 

・ １実験あたりの消費電力は，ＧＰＳ測位地点数が 7 箇所なので，9.5 秒

×7 回＝66.5 秒である． 

・ １実験あたりの地磁気センサと加速度センサの消費電力は平均歩行時間

の 1/60 なので，847 秒×1/60＝14.1 秒である． 

・ １実験当りの総消費電力は，ＧＰＳと地磁気センサと加速度センサの消

費電力の合算であるから，66.5 秒＋14.1 秒＝80.6 秒となる．また，GPS 連

続測位による GPS 稼働時間は歩行時間と一致するので，847 秒である．換算

時間の結果を表 ４.２-5 に示す． 

表 ４.２-5 GPS 稼働時間 

１測位あたりの

ＧＰＳ起動数 

単位ﾍﾞｸﾄﾙ

加算方式 

方式１ 方式２ 

5 847 秒 80.6 秒 256.9 秒 

10 847 秒 115.6 秒 384.7 秒 
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方式 1（曲り角で GPS の測位をする方式），方式 2（直線部分で 2 点以上 GPS 測位

する方式）は，加速度センサと地磁気センサによる GPS 相当の稼働時間は同じであ

るが，間欠動作した GPS の稼働時間が異なる．方式 1 は曲り角で GPS の測位するの

で，歩き始めと曲り角の数に GPS の測位時間を乗じた値が GPS の稼働時間になるが，

方式 2 は直線部分で GPS が 3～4 回間欠測位するため，方式 1 より稼働時間が長くな

る． 

表 ４.２-6 に，GPS 連続測位と比較した GPS 稼働時間の削減率を示す．表 ４.２-6

が示すように GPS の連続測位に対し，50%から 90%，GPS 稼働時間を削減すること

ができた．従って，４.２.３節から，方式 2 の GPS 取得数 10 の場合を除き，連続測

位 24 時間を達成できるがわかる． 

表 ４.２-6 GPS 稼働時間の削減率 

１測位あたりのＧ

ＰＳ起動数 

方式１ 方式２ 

5 90.5% 69.7% 

10 86.4% 54.6% 

 

 

 

（３） まとめと考察 

単位ベクトル加算方式に対する経路補正の方式として，方式 1（曲り角で GPS の測

位する方式）および方式 2（直線部分で 2 点以上 GPS 測位する方式）を考案し比較し

て以下の知見を得た． 

・ 方式 1 と方式 2 は単位ベクトル加算方式と比較し，方位精度と位置精度が向上す

る 

・ 1 測位地点あたりの GPS 測位回数（5 回または 10 回）によって，測位精度に変

化は無い 
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・ 方式 1，2 共に GPS 測位精度（半径ｒ）で囲まれた範囲にバラツキは収まる 

・ GPS 連続測位と比較して，方式 1，2 は消費電力を 5 割～9 割削減できる 

方式 2 においては，複数の GPS の測位点を用いて最小二乗法による測位精度の改善

を期待した．しかし，表 ４.２-2 の結果から GPS 連続測位と比較してほぼ同じ精度で

ある事がわかった．そこで，GPS 連続測位の全測位点を使って最小二乗法にて軌跡を

求める方式（方式 3）と比較した．表 ４.２-7 に比較結果を示す． 

 

表 ４.２-7 各方式による精度比較 

 ＧＰＳ連続測位 方式２ 方式３ 

平均値 

誤差 

7.72 

5.15 

8.0 

4.7 

5.7 

3.6 

合計 12.88 12.6 9.3 

                        単位ｍ 

表 ４.２-7 より，方式 3 が他の方式と比較して測位精度が高い事がわかった．これに

より，方式 3 を利用する事で，GPS 連続測位の精度より精度向上が期待できる事がわ

かった． 

 

４.２.５ むすび 

携帯電話を携帯する人の歩行履歴を求める方法として，GPS の連続測位を用いる場

合は消費電力が大きく，携帯電話の充電サイクルに合わないという課題を提起し，そ

れを解決する仕組みとして GPS より低消費電力な加速度センサや地磁気センサを補

間的に利用する事を提案した．しかし，地磁気センサは携帯電話の帯磁により誤った

方位情報を出力する為，その方位情報を使って歩行軌跡を算出する事はできない．そ

こで，人の移動に伴う方位情報の変化量を観察する事により，人の歩行軌跡の形状を

推定し，GPS の間欠測位による位置情報を使って，人の歩行履歴を補正する事が可能

である事を示した． 
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今後の展開には GPS が利用できる屋外だけでなく，地下街の様な GPS 波が届かな

い場所での測位も検討する必要がある．また，振り向く，立ち止まるなど，歩行に伴

う想定外の人の動きに対する対処も必要である．人の歩幅誤差については，本稿では

人の身長に対して係数を乗ずる事で歩幅を算出しているが，文献 [8]のように移動速

度によって歩幅を決める方式や文献 [87]のように歩行周波数によって歩幅を決定す

る方式もあり，本稿方式と比較する必要があると思われる． 

今後，上記項目を検討し，より実用的な技術にしていく予定である． 
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４.３ バネモデルを用いた歩行軌跡補間技術 

本節の目的は４.２節で論じたリンクの生成方法やリンクの補正方法と比較して，より

高性能な方法を提案する事である． 

４.３.１ 従来技術 

文献 [88]は，過去のGPSの測位情報を使って，歩行の経路（歩行経路）精度を向上

する方法を提案している．過去の歩行履歴と現在のGPSの測位による歩行履歴を比較

して同じルートと判断されると，過去の歩行履歴の情報を使って測位誤差を補正する．

過去の歩行履歴情報が6回程度あれば改善されるとしている．しかし，過去の歩行履

歴がなければ補正する事ができない． 

文献 [89]は，方位センサの変化とGPSによるハイブリッド経路推定方式を提案して

いる．方位センサを用いて方位の変化を検出し，方位の変化時にGPSの起動を判断す

る．変化前後の方位と方位変化位置を用い移動経路を過不足なく特定できる方位変化

位置でGPSを起動する．方位変化位置とそれまでの経路の方位が分かれば，歩行経路

を推定する事ができ，その上でGPSの測位回数を減らすことができるとしている．し

かし，この方式は方位が絶対的に正しい事を前提としている為，端末部品の帯磁によ

って，方位情報に誤差が含まれる [90]と経路を正しく推定する事ができない．また，

方位センサを使った経路の推定は，相対的な経路であり，推定された経路を正しい経

路に補正する為にGPSを使うとしているが，GPSによる位置情報には誤差が含まれる

為，方位センサが正しい方位を算出しても，GPSによる位置情報の誤差を解消しなけ

れば，正しい経路を推定する事ができない． 

４.２節では，方位の変化の情報から，人の歩行する軌跡（歩行軌跡）の推定と曲が

り角の検出を行った．歩行軌跡を曲がり角で複数の歩行軌跡に分割し，それぞれの歩

行軌跡をGPSの位置情報を使って補正し，歩行経路を推定する．文献 [89]と違って，

誤差を含まない方位を利用するのではなく，方位の変化による差分を利用する為，方

位の情報に，端末の帯磁による方位誤差が含まれていても，正しい歩行経路を推定で

きる．しかし，帯磁によって，方位の変化による差分が小さくなると，曲がり角や歩

行軌跡を検出する感度が劣化し，正しい経路推定をする事ができない．図 ４.３-1は，

帯磁した携帯電話を人が歩行しながら90度旋回する場合の一例を示している．説明を

容易にする為，地面に水平に設置した2軸（X,Y）の地磁気センサで帯磁による感度の
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劣化を説明する．円Ｏは端末が帯磁していない状態で，地磁気センサを地面に水平に

1回転させた時に，地磁気センサが検出した磁束密度の大きさを表している．円Pは円

OがベクトルOP分だけ地磁気センサに対して，地磁気以外の磁気成分が付加された

（帯磁オフセット）状態である．この状態で人が歩行しながら地面に水平に旋回する

（曲がり角を曲がる）と，その旋回角度は本来∠ＲＰＲ’が正しいが，帯磁オフセット

分観測される磁束密度がシフトしている為，計算される旋回角度は∠ＲＯＲ’となり，

正しい旋回角度より小さい角度になる．この現象は帯磁オフセットが大きくなるとさ

らに顕著に現れる．図 ４.３-2は図 ４.３-1と同様に第一象限で90度旋回した時，帯磁

オフセットと計算される旋回角度の関係を示している．携帯電話の帯磁量は100uT以

上になる事が実験で確認されており，その場合，90度の旋回角度は帯磁オフセットに

よって5度以下として認識される事がわかる．旋回角度が小さく見えると，ノイズと

の区別が困難になる．また，文献 [90]は，歩行軌跡をGPSで補正する際，曲がり角で

GPS測位をする方法（方式1）や直線歩行時に複数回GPSで測位して，測位値を使っ

た近似直線で補正する方法（方式２）が提案されている．しかし，この方法は隣接し

た歩行軌跡との関係を考慮していない為，経路補正の誤差が大きくなる事が予想され

る．また，方式１の場合は，曲がり角でGPSによる測位を行う為，曲がり角でGPSの

測位ができない場合，経路補正ができなくなる． 

 

図 ４.３-1 帯磁による旋回角変動の原因 
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図 ４.３-2 帯磁オフセットと旋回角度出力の関係 

 

４.３.２ 提案手法 

本稿では，地磁気センサによる曲がり角の検知によって，図 ４.３-3のように人の歩

行軌跡を推定し，推定した歩行軌跡を図 ４.３-4のようにGPSによる位置情報を用い

て補正する方法を提案する．その際，曲がり角の検出を方位の変化ではなく，磁束密

度の変化を使って検出する．そして，GPSによる補正を行う際，GPSの測位誤差を弾

性バネの変位として扱うバネモデルを使って補正する方法を提案する． 

 

図 ４.３-3 帯磁による測位ズレ 
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図 ４.３-4 GPS による方位補正 

（１） 地磁気を使った曲がり角検出方式 

携帯電話に搭載された地磁気センサは，磁束密度を検出する．人が直線状に歩行す

れば（同じ方向に歩けば），磁束密度の変化はないので， 直線に歩行している事が

わかる．人が角を曲がると磁束密度が変化するので角を曲がったことがわかる．図 

４.３-5に歩行に伴う磁束密度の変化を示す．51歩目で角を曲がった事による磁束密

度の変化がある．人が曲がり角で曲がる際，基本的には地面に水平な旋回しか起こ

らない．従って，3軸の地磁気センサを利用する事で，携帯電話の姿勢に関係なく旋

回における磁束密度の変化を捉える事ができる．磁束密度の変化量は式1に示すよう

に，3軸の磁束密度(Hxn,Hyn,Hzn)の変化量の総和で表す事ができる．磁束密度の変

化量がある閾値を超えると，人が曲がったと判断する． 

2
21

2
21

2
21 )()()( HzHzHyHyHxHxH 

・・・（1） 

歩行時は，地磁気以外の磁場（外乱ノイズ）によって，一時的に磁束密度の変化が

検出される事がある．その為，式１による変化量⊿Hのみを検出していると，外乱ノ

イズも曲がり角と誤検出する．図 ４.３-6に外乱ノイズによる磁束密度の変化の例を示

す．51歩目に外乱ノイズによる磁束密度の変化を確認できる．図 ４.３-5の51歩目の

変化量⊿Hと図 ４.３-6の51歩目の変化量⊿Hは変化量の観察のみでは区別する事が

できない．しかし，図 ４.３-6に示す様に変化は一時的なものであり，すぐに元の磁束

密度に戻っている事がわかる．従って，変化量⊿Hと共に，磁束密度の変化も観察し，

磁束密度が変動後，元の磁束密度に戻れば外乱ノイズとして判断し，曲がり角とは判
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断しないアルゴリズムで外乱ノイズを除去する事とした．この外乱ノイズに対する変

化を観察する時間の歩数（観察歩数）は，取得したデータを分析したところ，20歩以

内で対象外乱ノイズの95%以上が含まれる事がわかった．そこで，観察歩数は20歩と

した． 

図 ４.３-5で測定された磁束密度の総和は，角軸の二乗和で求められ，おおよそ54μT

である．また，図 ４.３-6で測定された磁束密度の総和はおおよそ61μTである．測定

した環境の地磁気はおおよそ46μTであるので，測定に使用した端末は8～15μTほど地

磁気とは別の磁場の影響をうけている事がわかる．図 ４.３-5，図 ４.３-6ともに，移

動中も安定して地磁気以外の磁場の影響を受けている事から，原因は測定端末の帯磁

であると考えられる．本提案では，磁束密度の変化量を使うので，帯磁の影響は，計

算上無くなる．そこで，携帯電話に磁石を近づけて人工的に帯磁させて従来手法 [90]

と提案手法の性能を比較した．図 ４.３-3に示すルートの曲り角の検出を両手法で行っ

たところ，従来手法は7ケ所の曲り角中3ヶ所は帯磁の影響で曲り角による方位変化が

微小となり，ノイズと判別がつかなくなった．一方，本提案手法は帯磁の影響がない

為，全ての曲り角を認識した．この結果より，従来手法 [90]と比較して提案手法には

優位性がある事がわかった． 

本稿では，人は直線状に移動するとして，曲線状の移動や，人を避けるような移動

は想定しない．また，人の歩幅は身長に0.4を乗じた値として検討を行い，移動距離は

加速度センサを使った歩数計による歩数と歩幅を乗じて算出する． 
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図 ４.３-5 曲がり角での地磁気の変化 

 

 

図 ４.３-6 一時的な磁場の変化 

 

磁束密度に変化のない歩行は直線状に歩いていると考えられるため，歩行経路は移

動距離の長さを持つ線分（リンク）であるといえる．磁束密度の変化によって検出さ

れる曲がり角は，リンクとリンクを繋ぐ節に相当する．従って，磁束密度の変化と歩

数の検知によって，リンクのつながりの情報（リンク情報）を得る事ができる．ただ

‐100

‐80

‐60

‐40

‐20

0

20

40

60

1
1
1

2
1

3
1

4
1

5
1

6
1

7
1

8
1

9
1

1
0
1

磁
束

密
度

[μ
T
]

歩数 [歩]

X軸 (Hx)

Y軸 (Hy)

Z軸 (Hz)

変化量 (⊿H)

閾値

‐80

‐60

‐40

‐20

0

20

40

60

1

1
1

2
1

3
1

4
1

5
1

6
1

7
1

8
1

9
1

1
0
1

磁
束

密
度

[μ
T
]

歩数 [歩]

X軸 (Hx)

Y軸 (Hy)

Z軸 (Hz)

変化量 (⊿H)

閾値



 

 

88 

し，節を中心とするリンクとリンクが成す角度は，携帯電話の帯磁によって誤差を含

んでいる． 

 

（２） バネモデルを使った歩行軌跡補正方式 

地磁気の変化を観察して得られたリンク情報に，GPS によって測位された地点（GPS

測位点）を使って補正を行う．補正に最適な処理方法と，補正に影響を与えるリンク

数を調査するため，シミュレーションを行った．図 ４.３-7 にシミュレーションモデ

ルを示す．●と■が並んでいる直線はシミュレートするためのリンク情報である．●

はリンク間の節を示している．■はリンク上で GPS が測位を完了した場所（GPS 測位

地点）を示している．今回はリンク毎に 1 回 GPS を起動するとして検討を進める．ま

た，補正に影響を与えるリンク数の調査に対しリンク長の影響を避ける為，リンク長

は全て同じとした．円中の＋は GPS 測位点を示している．円の半径は GPS の誤差範

囲(誤差円)を示している．破線は正解の経路（正解経路）を示している．GPS 測位点

は GPS の誤差を考慮に入れ，誤差円に入る様に乱数を使って正解経路に沿って設置し

た．このシミュレーションモデルを使って，リンク情報を GPS 測位点に合わせて補間

する方法を検証する．結果的にリンク情報が正解経路に近づく事を期待している． 

本稿では，リンク情報を GPS 測位点に合わせて補間するのに，GPS の誤差を弾性バ

ネの変位に置き換えたバネモデルを使って検討を行う．バネモデルとは，一般的にグ

ラフレイアウトなど，グラフを視覚的に見やすいレイアウトにする物理的手法の一つ

として用いられている [91]．また，アドホックネットワーク上の端末間の相対位置を

把握する方法としても検討 [92]されている． 
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GPS の誤差を弾性バネに置き換える為，GPS 測位地点と GPS 測位点の間をバネ定数

k の仮想バネで接続したモデルで検討する．GPS の測位誤差を弾性バネの変位の位置

エネルギーとして扱い，全てのバネが安定した状態，つまり，バネの変位の位置エネ

ルギーが最も小さくなった状態を最も正解経路に近いリンク情報と考える．図 ４.３-8

にバネモデルの概要図を示す．L1，L2，L3・・Ln はリンク長である．θ1，θ2，θ3・・

θn はリンク間の相対角を，水平軸を基準に表している．G1，G2，G3・・Gn は GPS

測位点を表し，P1，P2，P3・・Pn は GPS 測位地点を表している． 

弾性バネの位置エネルギーを求める式を式 2 に示す． 
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図 ４.３-7 リンク情報を GPS で補正するシミュレーションモデル 

図 ４.３-8 バネモデル概要図 
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ｎは１リンク内の GPS による測位回数を示す．本シミュレーションでは１リンクあ

たりの測位回数は１回なので，ｎ=１となる．ｍは補間を行う開始リンク，ｌは補間を

行うリンク数，k はバネ定数を示す．i 番目のリンクから i+l-1 番目までのリンクに接

続されたバネの位置エネルギーの総和を示している．Ln，Gn，Pn はそれぞれ既知で

あるため，θn を E が最小になるよう最適化を行う． 

数値の最適化は，全てのパターンを計算する方法（総当たり法），最急降下法，PSO

法（粒子群最適化）を用いた．各最適化法の概要を下記に示す． 

 総当たり法：リンクの全角度（0°から 360°まで）の組み合わせについて位置

エネルギーを算出し，最も小さい解を算出する方法である．今回は処理時間を

考慮して，角度の分解能を 8 度に設定して行った． 

最急降下法：関数の傾きから，関数の最小値を探索する勾配法の一つである．ここ

では， ),...,,( 11  lmmm  を引数とする関数 )(f とし，が状態 )(k の時，各要素に対す

る一階偏微分によって次のように値を更新する． 

 

 

 

 

 

αは一回で更新する数値の割合を決めるパラメータである．全ての傾きが 0 の時に

計算を終了して最も近い解を求める．初期値は全て 0°で，探索範囲は－2πから 2π

までと設定した． 

 PSO 法：多次元空間において位置と速度を持つ粒子群でモデル化されている

手法である．各粒子 k には，それぞれ異なる初期値 ),...,,( )(
1

)(
1

)()( k
lm

k
m

k
m

k
  をランダムで

与え，自身の位置エネルギーと全粒子の中で最も小さい位置エネルギーの情報から，

次のように値を更新する． 
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w は，慣性定数であり，多くの場合 1 より若干小さい値が最適である．今回は 0.9 に

設定した．c1，c2 は粒子群のうちでよい位置に向かう粒子の割合である．今回は，c1=1，

c2=0.9 と設定した．また，r1，r2 は，[0,1]の範囲の値をとる乱数である．θは，その
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粒子がこれまでに発見した最適な値，θは全体でこれまでに発見した最適な値である．

今回は粒子数を k=10，繰り返し回数を 20 回に設定して，最も近い解を求めた． 

また，全てのリンクに対して，位置エネルギーの最小値を求めると，リンク数が増

加すると計算量も指数的に増加してしまう．しかし，ある Ln に対して影響があるリ

ンクはその近隣のリンクが最も影響が大きいと考えられる．そこで，リンクの配置に

影響を与えるリンクの数（深度）について調査を行った．深度内のリンクで最適化を

行い，最適化が終了すると，1 リンクをシフトさせていく方法で検討する．例えば，

総リンク数 4，深度を 3 とすると，まず，L1 から L3 で位置エネルギーが最小となる

θ1 を求める．次に，リンクを一つシフトさせて，L2 から L4 で位置エネルギーが最

小となる θ2 を求める．θ3，θ4 に関しては，この後にリンクが続く場合は，上記と

同じように処理を進める． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.３-9 に最急降下法によるシミュレーションの結果を示す．図 ４.３-10 に位置

エネルギーと深度の関係のグラフを示す．検討を容易にする為，正解ルートの位置エ

ネルギーを 1 として正規化を行っている． 

 

 

 

 

図 ４.３-9 シミュレーション結果 
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図 ４.３-10 より，深度 3 以降は位置エネルギーが漸近していく事がわかる．これ

より，リンク長が同じ場合は，リンクの最適化に影響を与えるリンク数は 3 である事

がわかった．また，図 ４.３-9 からも，深度 3 で正解経路に近い形状が算出できてい

る事がわかる． 

同様にして PSO 法，総当り法についてもシミュレーションを行った．結果を表 ４.

３-1 に示す．検討を容易にする為に，最急降下法の深度 3 の位置エネルギーと処理時

間をそれぞれ 1 として，正規化している．総当り法の深度 5 は計算量が大きく，処理

できなかった為，計測不能とした． 

表 ４.３-1 より，PSO 法，総当たり法でも深度３でエネルギー値が十分小さくなる

ことがわかる．しかし，最急降下法と比較して処理時間が大きい事から，本提案にお

ける最適化手法は最急降下法であるといえる．また，従来手法 [90]と提案手法につい

ても比較を行った．従来手法は曲り角で測位と補正を行い，その補正位置を曲り角の

位置として設定する為，本実験では測位精度が劣化している．一方，提案手法は曲り

角の位置に依存しない為，従来手法と比較して測位精度がよく優位性がある事がわか

る 

図 ４.３-10 位置エネルギーと深度の関係 
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表 ４.３-1 最適化手法と深度による位置エネルギー最小値の比較 

 

 

４.３.３ 実機検証 

シミュレーションの結果から，バネモデルによる補正は，深度 3 の最急降下法がも

っとも効率がよいと考えられる．そこで，実機による検証を行った． 

（１） 実験環境 

実験は，高層ビルによる GPS 搬送波のマルチパスが比較的少ない，住宅街の一般道

路を約 2ｋｍ使って行なった．実験歩行経路を図 ４.３-11 に示す．図上部が北であり，

実験経路は東西南北を網羅する経路を選択した．地磁気センサ [85]と GPS 及び加速

度センサ [85]を装備した携帯電話を市販の携帯ホルダーに入れて腰に装着し，被験者

は道路に沿って歩行した．GPS を起動するタイミングは次のルール（ＧＰＳ起動ルー

ル）に合わせて行った． 

① 基本 3 分間隔で測位を行う 

② 直進継続中に再度 3 分が経過した場合は測位を行わず，曲り角を検出すると即座

に測位を行う 

③ 3 分以内に 2 回曲り角を検出すると，即座に測位を行い，約 22m 後に再度測位

を行う 

項②は，直進しているという特徴を利用し，消費電力の節約のために行う．項③は

経路推定の際，左右対称となる推定経路の発生を防ぐために行う．本稿で提案してい

る技術は，曲り角の曲がった方向を把握する事ができない．その為，位置が特定でき

ない状態で 3 つ以上の曲り角を連続して検出すると，2番目の角が 1 番目の角と 3番



 

 

94 

目の角を結ぶ直線の線対象の位置になるため，位置を特定する事ができない．そこで，

３つ目の角を検出する前に 2番目の角の位置を特定する測位を行い，左右対称となる

推定経路の発生を防いでいる．22m 3)というのは，GPS の実測した測位精度であり，

GPS の精度の劣化が経路推定精度の劣化に与える影響を小さくする為に設定してい

る．また，一時的な磁場の変化の除去に要する観察歩数は，3.1 章で述べたように 20

歩で行った． 

評価は，GPS の連続測位，最急降下法を使ったバネモデルで 2 種類，文献 [90]の

方式 2 の計 4 種類を，各方式による測定位置と正解経路の差で比較した．文献 [90]

の方式２はリンク毎に複数の GPS 測位点が必要である為，20 秒間隔で GPS を起動

した． 

１） GPS 連続測位方式：GPS を連続で（約 1 秒毎）動作する測位方式 

２） バネモデル最少測位法：上記 GPS 起動ルールとバネモデルによる測位方式 

３） バネモデル定期測位法：20 秒の GPS 測位間隔とバネモデルによる測位方式 

４） 最小二乗定期測位法：20 秒の GPS 測位間隔で取得した位置情報を，最小二乗法

によって近似化して経路推定を行う方式 [90]． 

図 ４.３-11 実験歩行ルート 



 

  

95高い完全性で低精度な測位技術

 

図 ４.３-12 提案手法による実験結果 

 

 

歩行中は，GPS による位置情報，加速度センサ情報，地磁気センサ情報の 3 種類のデ

ータを保存した．GPS の起動は各方式に合わせて制御した．加速度センサおよび，地

磁気センサは 40msec 周期で取得した．取得したデータは，携帯電話に装着したメモ

リーカードに保存し，試験後に分析を行った． 

 

（２） 実験結果 

図 ４.３-12 に，バネモデル最小測位法を使った場合の推定経路を示す．太線が正解

経路であり，細線が推定経路である．破線円は GPS 測位点であり，半径は GPS の誤

差の範囲を示している．■は GPS 測位地点であり，●は検出した曲がり角を示して

いる．概ね，正解経路に沿って補正されている事がわかる．表 ４.３-2 各方式における

測位精度の比較に各方式による測位と正解経路との差を示す．測位精度は GPS 連続測

位方式と比較する為，リンクを使う他方式の一秒毎の位置を計算し，それぞれ実道路

との差分を平均化して求めた． 
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表 ４.３-2 より，バネモデルを使った経路推定は，最小二乗法による経路推定より高

精度に測位できる事がわかった．また，GPS の測位回数を連続測位の 5％まで削減し

ても連続測位と同精度である事がわかった．  

表 ４.３-2 各方式における測位精度の比較 

 

（３） 考察 

提案手法では，曲がり角の検出に磁束密度の変化を捉えて曲がりを検出している．し

かし，検出される磁束密度にはノイズ成分も含まれており，曲がり角の検出はノイズ

成分を取り除く閾値を設定している．その為，曲がり角度が小さい（磁束密度の変化

が小さい）と曲がり角を検出する事ができない． 

 

 

図 ４.３-13 地磁気ノイズ除去対応時の補正経路 

P

 GPS 連続 

測位方式 

バネモデル 

最小測位方式

バネモデル 

定期測位方式

最小二乗法 

定期測位方式 

精度（ｍ） 12.2 14.5 10.8 22.4 

GPS  

測位回数 

 

1888 

 

11 
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一方，閾値を下げると曲がり角の検出率は向上するが，誤った曲がり角の検出が増大

する．そこで，誤った曲がり角の検出を，バネモデルを使って補正できないか検討し

た．図 ４.３-13 に閾値を上げて間違った角の検出率を下げた（地磁気ノイズ高除去法）

ルートの補正を示す．太線は正解経路を示し，破線は推定ルートを示している．破線

円は GPS の測位点を示している．正解経路の下部の，鈍角な曲がり角 P を検出でき

なかった為，補正経路が間違って補正されている． 

そこで，閾値を下げて，正しい曲がり角の検出率が上げて，間違った角の検出率も
上げた（地磁気ノイズ低除去法）アルゴリズムを使った補正の曲がり角検出率の比較
を表 ４.３-3 に示す． 

表 ４.３-3 曲がり角検出率の比較より，曲がり角検出成功率が向上すると，曲がり角誤

検出率も上がる事がわかる．この地磁気ノイズ低除去法にバネモデルを適用し，経路

補正を行なった．結果を図 ４.３-14 に示す．経路が正しく補正されている事がわかる．

曲がり角の検出数が増加したため，GPS の測位回数も約 1．5 倍に増加している．地

磁気ノイズ高除去法では認識できなかった角 P が検出できている事がわかる． 

  

表 ４.３-3 曲がり角検出率の比較 

地磁気ノイズ高除去法 地磁気ノイズ低除去法

曲り角 

検出成功率 

曲り角

誤検出率 

曲り角

検出成功率 

曲り角

誤検出率 

58.8 16.8 97.1 26.6

 （単位：％） 

曲り角検出成功率：（検出できた曲り角数）／（実際の曲り角数）×100 

曲り角誤検出率：（曲り角誤検出数）／（総検出数）×100 

 

一方，間違った角 M が新たに追加されているが，バネモデルによる最適化で直線と認

識されている事がわかる．以上により，バネモデルを適用する場合は，地磁気ノイズ

低除去法が適している事がわかった． 
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図 ４.３-14 地磁気ノイズ低除去法とバネモデルによる補正経路 

 

 

４.３.４ むすび 

４.３節では，４.２節で提案した絶対方位の変化量によって曲り角を検出し，リンク

を生成する方法ではなく，磁束密度の変化を使う事によって，携帯電話の帯磁の影響

による，曲がり角の検知の感度劣化を改善する方法を示した．また，曲り角検出時に

GPSで測位を行ってリンクを補正するのではなく，GPSの測位誤差を弾性バネの変位

として扱うバネモデルとして補正する方法を提案した．バネの変位による位置エネル

ギーを最小にするための手法として，数値最適化手法を取り入れ，その場合，深度3

の最急降下法が最適である事を示し，実証実験で検証したところ，GPSの測位回数を

約5％にしても測位精度が劣化しないことを確認した． 

また，位置精度を向上させるためには，曲がり角の検知が重要であり，間違った曲

がり角を検出しても，バネモデルによる補正で改善されることがわかった． 

 

P M
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４.４ まとめ 

本章では，既に一部でサービスが展開されている，安心安全の為の歩行履歴サービ

スを想定し従来と同じ測位精度を保ちながら，低消費電力測位を実現する技術につい

て検討を行った．歩行履歴サービスは，高い測位精度は必要としないが，高い完全性

（測位の安定性）は必要とされる．一般的に長時間の利用が必要であり，高い完全性

を確保する上でも最低 24 時間（携帯端末の最短充電サイクル）の連続測位を実現し

なければならない．  

課題を解決する為，地磁気センサを使って低消費電力で歩行履歴を推定する技術の

検討を行った．地磁気センサを方位検出として利用するのではなく，歩行の形状を検

出するセンサとして利用し，歩行履歴を曲がり角で繋がるリンクの組み合わせとする

リンクモデルとしてモデル化した．モデル化したリンクをGPSの誤差を弾性バネの伸

びとするバネモデルとして最適化する事で，低消費電力で歩行履歴を計測する技術の

開発を行った．この技術により，今後普及が始まると考えられている見守りサービス

の利便性向上を実現できる．また，歩行履歴をリンクモデルとしてモデル化した事に

より，屋外だけでなく，地下街やGPSの受信が困難な繁華街の測位への適用にも期待

できる． 

しかし，一般的に地磁気は環境によって変動することが想定されるため，地磁気の

利用可否の判定を環境に応じてできるしくみが必要である．例えば，繁華街の高層ビ

ル近くでは磁場の歪みが顕著に表れる可能性がある．歩行時に人を避けるなど，環境

からのノイズだけではなく，人によるノイズを除去するしくみも必要である．また，

加速度センサによる歩数の誤差や，歩幅の誤差に伴う移動距離の変動についても考慮

する必要がある．バネモデルを使った最適化手法として，最急降下法を提案したが，

最急降下法は初期値の与え方によって，局地解が発生する．最適解を得るためには，

深度数に応じて，複数回最急降下法による最適化も検討する必要がある．また，提案

した歩行履歴サービスは屋外のみを対象としており，屋内及び高層ビルが乱立する繁

華街，オフィス街については今後対応する必要がある．基本的な考えである歩行リン

クは歩行距離によってリンク長を決定している．公共機関など歩行を伴わない移動手

段ではリンク長を把握する事が困難となるので，既存のGPS測位とのシームレス性も

検討が必要である． 
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今後，これらの課題について検討を行い，早期の実用化に向けて開発を進める予定で

ある． 
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第５章 低い完全性で高精度な測位技術 

本章では，サービスと測位技術の 4 象

限マトリクスにおける第４象限であ

る低完全性で高精度測位が必要なサ

ービスに適した技術について述べる．

サービスとして，ピンポイント広告サ

ービスを掲げ，具体的には空間情報サ

ービス [9]の実現を想定する．図 ２.

３-1 に示すように，技術要件を 

・測位精度 10cm 以下の測位技術 

とし検討する．５.１節で技術背景を述

べ，５.２節では，位置情報を使って情報を整理する空間情報サービスについて述べ， 

５.３節でまとめを述べる． 

５.１ はじめに 

位置情報によって，利便性高いサービスが増加している．ナビゲーションサービス

や検索サービスなど，利用頻度は増加傾向にある．これまでの位置情報は現実に存在

する物の整理に利用されてきた．道路の構成情報（道路トポロジ情報）や，お店の場

所，住所などがそれにあたる．そこで，本来無形である「情報」をあたかも有形な物

として整理する事で，ピンポイント広告のような利便性の高いサービスが期待できる

と考えた． 

そこで，本章では無形な「情報」を有形として扱う技術についての検討と，人がそ

の有形化された「情報」（バルーン）を操作する為に必要な測位技術について検討を

行う．操作とは，バルーンに接触する（発見する），バルーンをつかむ，バルーンを

移動する（ドラッグ），バルーンを離す（ドロップ）の事をいう． 

５.２節では，実空間定義型ユビキタスシステム空間情報サービスについて述べる．

５.２.１節で関連研究ついて述べ，５.２.１節で空間情報サービスについて述べる．５.

２.３節で実証システムについて述べ，節５.２.４節で実装方法及び検証を行う． 

低完全性 

高完全性で

高精度測位 

高完全性 

高精度

高完全性で

低精度測位 

低完全性で

高精度測位 

低完全性で

低精度測位 

低精度
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５.３節でまとめを述べる 
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５.２ 実空間定義型ユビキタスシステム：空間情報サービス

（USIS） 

空間情報サービス（USIS：Ubiquitous Space and Information Services）は実際に

サービスや情報を提供する場所に“バルーン”と呼ばれる有形化情報を付加された「情

報」を設定し，バルーンに接触する，バルーンを掴む，バルーンを移動させるといっ

た情報整理を可能とする技術である．また，いろいろな場所に点在するバルーンは，

位置情報を使ったファイルシステムとして構成／管理する事も可能であり，現実空間

を媒体とした情報整理を実現する事もできる．本節では，実現形態の一つとして室内

での利用を想定し，超音波による測位システムを使ったサービスの試作と評価を述べ

る． 

５.２.１ 関連研究 

これら情報の有形化に関連した研究として香川大学の垂水が提案している時空間限定型

オブジェクトシステムSpaceTagがある[8][9][10][11]．SpaceTagには次の属性がある． 

・有効空間 

・時間｛中心座標｛緯度,経度,高度｝と有効半径,時間帯｝ 

この情報を元に，現実空間にあたかもタグを貼り付ける様に情報を定義する事を特徴と

している．しかし，情報を現実空間にリンクさせる事が目的である為，情報の管理が単層

構造であり，ファイルシステムそのものを現実空間に投影するような情報整理は困難であ

る．情報を整理するためには，情報にアクセスするだけでなく，情報の移動や情報の階層

化が必要である． 

５.２.２ 空間情報サービス 

（１） 空間情報とは 

空間情報とは「情報」に現実空間の位置情報に連携した有形化情報を付加し，現実

空間上に仮想的に物として定義された情報である．現実に存在するものではないが，

情報を現実空間の位置情報をつかって連携させている為，モニターや地図にマッピン

グして可視化する事が可能である．この空間情報は，普及しているファイルシステム

に付加されているアトリビュートや更新時刻情報と共に，下記の３要素が追加される． 

 ・現実空間にマッピングする位置情報 
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 ・現実空間を占有する大きさ 

 ・存在形式（生存時間，空間占有方式：空間共有や空間独占など） 

この３要素により，無形な情報が有形な情報として現実空間を使って整理できるよ

うになる．この情報の定義形態を空間情報（バルーン）と呼ぶ．有形な情報として実

空間とリンクさせる為，携帯端末などを使う事により，現実空間からその情報に触れ

る事ができるようになる．また，存在形式を定義できる事もこれまでのファイルシス

テムにはない特徴である． 

（２） 空間情報サービスとは 

情報はファイルと同意であり，実空間上に定義されたバルーンはファイルそのもの

である．しかし，ファイル間の連携やグループなどの概念を持たない為，バルーンを

整理するしくみが必要になる．そこで，コンピュータで普及しているファイルシステ

ムが持つ階層化（ディレクトリ）を空間情報を構成する３要素を使って表現する．図 ５.

２-1 に空間情報における階層化システムの概念図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

いろいろな形状で空間を占めるファイルを空間的に含有する空間をディレクトリ空

間として定義する．これをディレクトリバルーンと呼ぶ．基本的なアトリビュートや

ファイル更新時刻などの情報は，コンピュータで利用されている階層型ファイルシス

テムと同様である． 

この様に階層のツリー構造を空間の含有という形で表現する事により，実空間上で

ファイルの整理が可能となる．空間情報サービスは実空間上に定義したファイルシス

テムを実空間を使って制御するサービスである．また，ファイルを測位システムに置

き換えると測位システム間の連携 [93] [94] [95] [96]が容易になる事もあり，測位シス

テムとの親和性もよいと思われる． 

ﾌｧｲﾙ A

ﾌｧｲﾙ

B 

ﾌｧｲﾙ

C 

ﾃﾞｨﾚｸﾄﾘ１

ﾌｧｲﾙ

D 

ﾃﾞｨﾚｸﾄﾘ２

図 ５.２-1 空間情報サービス階層化概念図 
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（３） 空間情報サービスにおける課題 

空間情報サービスによって実空間上に定義されたファイルシステムは，実空間を使

って制御できなければならない．その為にはバルーンを認識しバルーンをファイルシ

ステムに合わせて移動する機能が必要である．それには， 

 ・バルーンを掴む 

 ・バルーンを移動させる 

 ・バルーンを離す 

の機能が必要である．その為，実際に実空間上にバルーンを仮想的に設定し，携帯

端末の測位情報使って上記機能の実現性を検証した． 

５.２.３ 検証システム 

バルーンを認識し扱える事を検証するため，室内に高い測位精度をもった 3 次元超

音波測位システムを構築し，携帯端末を測位する．空間情報を管理するデータベース

サーバを構築し，携帯端末とバルーンの距離を測定する．バルーンに接触した携帯端

末のユーザインターフェースを使ってバルーンを掴む，移動する，離すを実現する．

ユーザが判断しやすいように，バルーンの情報を現実空間の物から連想できる情報に

特化し，バルーンを使って現実空間の物と物を接続する事によって，ユーザがバルー

ンを認識できるかどうか検証した． 

（１） 超音波測位システム 

携帯端末の測位を高精度に行う為，超音波を利用した測位システムを構築した．超

音波システムは概ね以下の通りである．実験室天井の複数箇所に超音波受信モジュー

ルを設置する．実験用に開発したユビキタス IP 携帯端末に超音波発信モジュールを

装着し超音波をでバースト送信する．受信モジュールで受信した超音波を測定し測位

モジュールに転送する．そこで伝播時間から伝播距離を演算する．測距演算結果をシ

リアル経由で測位サーバに転送し，そこで送信機の測位演算を行う．測位演算結果を

LAN 経由で空間情報サーバに転送し，そこでバルーンと PDA の相対距離を測定する．

なお，超音波の送信タイミングを受信側に通知する必要があるため，赤外線を超音波

と同時に送信する．また超音波センサおよび赤外線センサは指向性が強いため，複数

のセンサを搭載することで対処した．赤外線だけを使った測位技術 [97]もあるが，今
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回は超音波と同期を取る為に赤外線を利用する．３次元空間の測位演算は，球を表す

２次の非線型方程式を摂動法により線形近似し，繰り返し演算により解く方法を用い

た．実験システムの機能ブロック概要を図 ５.２-2 に示す． 

 

（２）  

本検証は室内で行なう為，到達距離，指向性，マルチパスの影響などを少なくする

よう工夫する必要がある．また小型超音波送受信素子は音波到達距離が 10ｍ以下の

為，受信モジュールは 2～3ｍ程度の間隔で天井に設置した．これにより 14ｍ四方の

部屋の空間で３次元測位が可能となるようにした． 

 

（３） PDA 端末 

今回は，携帯端末の測位を行う為，超音波発信機を装着した試作端末を使用した．

概観図を図 ５.２-3 に示す．この端末は OS として WindowsCE を搭載し，汎用 CF

インターフェースを装備している．（CF スロットに超音波発信カードを搭載してい

る） 

ADコンバータ
NI-PCI-6534

(20kHz)

送信モジュール
PDA組み込み

受信モジュール１

空間情報サーバ

超音波（４０KHｚ）

赤外線送信

受信信号

各モジュール測距情報
RS232Cｹー ﾌ゙ﾙ
(38400bps)

受信モジュールN
（最大１６個程度）

受信モジュール２ 測距モジュール

測位サーバ

測位結果（X,Y,Z)@0.1kHz
LANケーブル

無線LAN（DSS）

 

図 ５.２-2 実験システム概要 
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図 ５.２-3 超音波発信機付ユビキタス IP 携帯端末 

この端末にバルーン表示モニタと選択ボタンを実装し，下記機能を実現する． 

・ バルーンの検出：バルーンを検出すると音とモニターでユーザに通知 

・ バルーンを掴む：バルーンを掴むには，バルーンに接触した状態で選択ボタ

ンを押す． 

・ バルーンを移動する：選択ボタンを押したまま，移動する． 

・ バルーンを離す：選択ボタンはなす事で，バルーンを開放する． 

バルーンの検知はバルーンを管理する空間情報サーバが端末とバルーンの距離を測

定して判断する．バルーンの移動による新しい位置の登録も空間情報サーバで行なわ

れる． 

（４） 空間情報サーバ 

空間情報サーバはバルーンをディレクトリバルーンも含めてツリー構造上に整理さ

れているデータベースサーバである．携帯端末の位置から携帯端末とバルーンの相対

距離を計算し，携帯端末とバルーンが接触したかを判定する．下記にバルーンのフォ

ーマット例を示す． 

  

CF 型超音

波ユニット 

携帯

端末

選択 

ボタン 

バルーン

検出表示

モニタ 
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<guide> 

<point> 

      <name>        Printer      </name> 

      <category>    Baloon       </category> 

      <area>        Labo.FJLab.Kawasaki. 

kanagawa.jp        </area> 

      <position> 

         <latitude>           </latitude> 

         <longitude>          </longitude> 

       <altitude>           </altitude> 

         <sub-position> 

           <x>   1000    </x> 

           <y>   2000    </y> 

           <z>   100     </z> 

         </sub-position> 

      </position> 

   </point> 

   <info> 

     <baloon-figuire>     ball  </baloon-figuire> 

     <baloon-radius>    100   </baloon-radius> 

     <baloon-attribute>   link   </baloon-attribute> 

     <url>  URL:XXXXXX.YY.ZZ/NNNNN/.</url> 

     <balloon-livetime>  always </balloon-livetime> 

     <balloon-status> occupation </balloon-status> 

   </info> 

<guide> 

この例では，位置は絶対位置ではなく，この超音波測位システムの基準点からの相

対位置で示されている． 

５.２.４ 実装評価 

（１） 超音波測位システムの測位精度 
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天井に設置した受信モジュール（モジュール ID1～３）を３個用い送信モジュール

を静設置した場合の測距及び測位結果を示す．表 ５.２-1 は各モジュールまでの測

距精度，表 ５.２-2 は測距結果から演算した測位精度，図 ５.２-4 は測距精度の経時

変化，図 ５.２-5 は測位精度を３次元表示にしたものであり，図 ５.２-6 は測位精度

の経時変化である． 

表 ５.２-1 各モジュールまでの測距精度 

モジュールＩＤ １ ２ ３ 

標準偏差３σ 9.57mm 1.89mm 10.81mm 

 

表 ５.２-2 測距結果から演算した測位精度 

 

測距モジュールの分解能（サンプリング時間）は 10μｓなので，理論測距分解能は，

3mm 程度となるが，表 ５.２-1 および図 ５.２-4 を見るとモジュール 2のみが理論値に

近く，それ以外は３倍程度の精度となっていることが分かる．今回のシステムは超音

波の包絡線を捉えているため，環境ノイズが精度に影響を及ぼしたと考えられる．し

かし，表 ５.２-2 および図 ５.２-5 図 ５.２-6 を見ると，この程度の測距精度でも測位

精度は水平方向を見ると±20mm 程度には収まっている．なお鉛直方向の精度が水平方

向に比べて悪いのは，受信モジュールをすべて天井に設置したためである．以上より，

今回の実験システムにおいては，バルーンの認識精度は 50mm 程度であるといえる． 

測位方向 Ｘ軸（水平） Ｙ軸（水平） Ｚ軸（垂直） 

標準偏差３σ 17.4mm 11.8mm 57.9mm 
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図 ５.２-4 各モジュールの測距精度の経時変化 

 

 

図 ５.２-5 測位精度 
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図 ５.２-6 測位精度経時変化  

（２） ユーザ評価環境 

上記，超音波３次元測位システムと空間情報サーバを使いバルーンの有形化を表現

するサービスを構築する．図 ５.２-7 にサービス構成を示す．具体的には，バルーン

を以下のパターンで配置し，ユーザがどのようにバルーンを認識するか調査した．壁

にプレスされたレコードジャケットの前にバルーンを配置し，前項にて紹介した携帯

端末を使ってバルーンをまるで３次元マウスのドラッグ＆ドロップの様にバルーンを

掴み，出力デバイスに移動させる事によってサービスが起動するようにした．出力デ

バイス A の場合は音のみが出力され，出力デバイス B の場合は各バルーンに合わせて

音声と映像が表示される．デバイス C に移動させた場合はレコードジャケットが印刷

される．バルーン A～Cは壁にプレスされたレコードジャケットに関連して配置された．

バルーン Dは物理的に何も関連されない状態で配置された． 

 

図 ５.２-7 評価システム概要 
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図 ５.２-8に携帯端末のディスプレイ表示を示す．小さな丸い部分と大きな丸い部

分がバルーンをあらわしている． 

 

図 ５.２-8 実験端末表示部 

（１） ユーザ評価結果 

のべ数十人に対し，上記サービスを実際に使ってもらった．結果，バルーン A から

バルーン C については３次元マウスの様に感じたというコメントが多数を占めた．同

時にユーザに対しディスプレイにバルーンの状態を表示し，ユーザがそのバルーンを

掴むとユーザに合わせて移動するバルーンを見せたところ，論理空間に有形化された

情報を現実空間から捕捉する概念をバルーンのメタファとして容易に理解できるとの

意見が多数を占めた．しかし，バルーン D においては，メタファとしてのバルーン認

識は非常に困難であり，同じ人においてもバルーン補足再現率は非常に低い事もわか

った．バルーンの大きさと認識度を調査したところ，レコードジャケットやモニタな

どに付随する形でバルーンを設定する際は，その被対象物と同じ大きさくらい（約径

50ｃｍ程度）が使いやすいという意見が多かった．また，何も参照できない場所（部

屋の中心など）でバルーンを認識する場合は，直径約２ｍくらいの大きさのバルーン

が必要である事もわかった．しかし，この場合は部屋の大きさにも関係してくると考

えられる． 

５.２.５ むすび 

今回の実験によって，論理空間に有形化されたバルーンのメタファは使い方によって確

立可能という事がわかった．一方，実空間の認知されている物に関連されない状態で設定

されるバルーンに関しては，有形化として捉えにくい事もわかった． 今後は，これらバ

ルーンをいかにうまく利用するかの検討が必要である．また，一元化できない位置情報を
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ツリー構造で整理する方法や測位デバイスに依存せず，シームレスに測位する技術の検討

も必要であると考えている． 
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５.３ まとめ 

本章では，低い完全性と高精度測位が必要なサービスについて検討するにあたり，

サービス例としてピンポイント広告サービスとシームレスな測位システムを取り上げ

た． 

ピンポイント広告を展開する上で，無形な広告の情報を有形化して仮想的に持ち運

ぶサービスとして，空間情報サービスの実現を検討した．情報の有形化にはバルーン

と呼ばれる情報の形態に物理的な大きさを付加した情報を携帯端末でスキャンする事

で実現した．実際に，被験者を使って情報の搬送を行なったところ，ユーザインター

フェースとして高い親和性を得られた．その際の測位精度は概ね 5ｃｍ以下が必要で

ある事もわかった． 

このサービスの実現によって，現実空間を使った情報の整理方法の可能性がある事

もわかった．これまでハードディスクに格納されていた情報を，仮想的に現実空間を

ファイルシステムとして見立てる事で実現する．その際，ファイルはバルーンとして

定義し，ディレクトリはバルーンを大きさ的に包括するディレクトリバルーンで定義

する．これにより，将来現実空間上に仮想空間を同時に描画できるディスプレイが可

能になれば情報そのものを可視化して操作できる様になる．有形化された情報に触れ

る事ができると，オフィスのファイルキャビネットは有形化された情報キャビネット

として利用できる可能性がある．自宅のテレビやビデオ，オーディオ機器も有形化さ

れた情報に置き換わる可能性がある．既に一部では類似のパイロットサービス展開が

始まっており早期のサービス展開が期待できる． 

しかし，一般に適用する為には，屋内外の測位を含めた，シームレスな環境での空

間情報サービスを含む情報提供技術の開発が必要である．また，コンテンツの形態や

利用方法についても利便性の高い汎用のプラットフォームの開発が必要になると思わ

れる．今後は実用化に向けこれらの課題の検討を進める予定である． 
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第６章 おわりに：成果と今後の課題 

本稿では，汎用測位システムである GPS の登場によって，これまでの位置情報を扱

うサービスが，GPS のスペックに合わせて利用する事で急激に増加し始めている背景

を説明した．今後はサービスの多様化が起こり，GPS のスペックでは対応が難しいサ

ービスの出現が考えられる．それらのサービスに対応する為，現状の汎用測位システ

ムにサービス毎の専用のサービス補間技術を付加するハイブリッドな測位技術が普及

すると考えた．検証を行なう為，今後普及されるであろうサービスを整理し，特に重

要と思われるものを抽出し具体的なサービス例を提案した．その上で，それらのサー

ビスが現状の汎用測位システムでは解決できない課題が存在する事を示し，今後必要

となる技術を測位の完全性と測位の精度を軸に４象限マトリクス上で分類を行い，サ

ービスと技術の位置づけを行った．この分類にあたり，現在の汎用測位システムであ

る GPS 衛星の L1 波を利用した実時間測位を「完全性も低く，測位精度も低い」第 3

象限に定義し，他象限のリファレンスとした． 

4 象限マトリクス分類における第１象限には，「完全性が高く，測位精度が高いサー

ビス」が位置づけられ，具体的なサービス例として交差点における車両間衝突防止シ

ステムの検討を行った．車の車両衝突を防止するためには，50ｃｍ程度の車両測位精

度が必要とされている．さらに，風雨やビルなどの周りの環境に依存しない測位技術

が必要である．その為，現在の GPS では対応が困難である．そこで，通常は GPS で

測位を行ないながら，車両の衝突が多い交差点のみ高精度な車両測位を行なうサービ

ス補間技術の検討を行った．既にサービスを展開していて車両との親和性が高い光ビ

ーコン装置装置を使ってピンポイントに測位を行なう技術を開発し，実車で測定した

ところ 50ｃｍ以下の車両測位が可能である事を確認した．さらに，光ビーコンでピン

ポイント測位した車両を車速パルスとジャイロスコープによる自律航法で連続測位を

行う技術の検討を行い，900ｍの間隔で光ビーコンを設置すると GPS より測位精度が

高い事がわかった．この研究で得た知見を使って，実際の道路で交差点における車両

間衝突防止装置の試作評価を行い，事故防止に有用である事を確認した． 

4 象限マトリクス分類における第２象限には，「完全性が高く，測位精度が低いサー

ビス」が位置づけられ，具体的なサービス例として歩行履歴サービスの検討を行った．

歩行履歴サービスは既に公衆無線網を使ってサービスが展開されている．従って測位
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精度は GPS の測位精度で対応が可能である．しかし，測位の安定性において測位の

消費電力が大きいため，持続的に測位ができないといった課題があった．そこで，GPS

は間欠に動作させながら，間欠間を他の低消費電力デバイスで補間する技術の検討を

行った．人の歩行の形状を直線のリンクの組み合わせで表現し，そのリンクを間欠測

位した GPS で補間する事で消費電力を現状と比較して 1/10 以下に抑えた．さらに，

測位環境に伴う GPS の測位タイミングのズレに対し，GPS による測位の誤差を仮想

的な弾性バネの弾性エネルギーとするバネモデルに置き換える事を提案した．これに

よりより実用的な低消費電力測位技術の開発を行った． 

4 象限マトリクス分類における第４象限には，「完全性が低く，測位精度が高いサー

ビス」が位置づけられ，具体的なサービス例としてピンポイント広告を実現する空間

情報サービス [9]の実現を検討した．無形の広告情報を有形な情報に仮想化する為に

バルーンを現実空間に仮想的に設置し，ユーザがそのバルーンを認識する（ピンポイ

ント広告を認識する）のに必要なバルーン径を認識する為の測位精度を求めた．超音

波を使った測位技術で検証したところ，約 5ｃｍ以下の測位精度で，径 50ｃｍ程度の

バルーンが扱える事がわかった． 

以上から，サービスの多様化に伴う測位技術は，既存の汎用測位システムにサービ

ス毎に特化した専用のサービス補間技術を付加したハイブリットな測位技術の形態で

対応が可能と思われる．また，今回検討した要素以外にもサービスに応じて補完する

技術は必要と考えられ，特に屋内の測位については，早急な対応が必要になると思わ

れる．本稿では超音波を使った屋内測位を実現したが，図 ２.２-1 に示した様に新た

なインフラを必要とする測位技術は普及が難しい．従い，既存インフラを別の視点か

らとらえ利用するような測位技術の検討が必要と考え，今後の研究の対象として進め

ていく予定である． 
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